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1．概 要  

2．イギリス  

3．フランて  

4．イタリア  

5．トイツ  

おわりに  

はじめに：拡大する定住外国人参政権  

グローバリゼーションの進展とともに，国境をこえた人の移動は加速度的  

にその規模を拡大している。人の移動にはもとより様々な形態や理由がある  

が，旅行や商用などによる一時的な滞在ではなく，母国を離れて外国に相当  

期間定住し，あるいはそこに永住する人が急増していることは周知の通りで  

ある。これを受け入れ側からみると，彼らが帰化手続き（naturalizatioIl）を  

通じて自分たちと同じ市民権（1）をとるのでないかぎり，それは人口に占める外  

国人居住者の増大ということになる。  

これらの定住外国人は，定住先でその他の人々とともに社会的，経済的，  

あるいは文化的な生活を営み，事実上その社会（コミュニティー）の構成員  

となっていく。従って，彼らはそのこ社会における本来の構成員，すなわち正  

式のメンバ」シップ（構成員たる法的資格）を有する市民や国民間様，その  

土地の社会生活に影響を与え．同時にそこから影響を受ける。また，納税の  

義務を始め，さまざまな法的な拘束を受ける。ということは、コミュニティ  

ーを人為的に組織し，運営Lようとする営みである政治的な活動によって影  

響を受けるということである。このことは，あるまちの公共施設を充実させ  

るために住民税，あるいは州や地方の付加価値税（消費税）を引き上げる，  

というようなケースを例にとれば一目瞭然である。住民税などを支払う定住  

5 外国人にとっては，それは税の徴収による可処分所得への直接的影響だけで  
→  
なく，公共施設による利便性の増大やその利用条件，あるいは施設がもたら  

す都市景観等環境面でのプラス・マイナスなど，さまぎまな利害に関わる問  

題である。  

こうして，近年，多くの国で定住外国人に何らかの政治的発言権を与える  

べきであるとの議論が高まり，すでにEUでは，域内出身者はどこに住んで  

2   



開 法（55r2）548   

いてもその国で地方参政権を行使できるようになっている。さらに，これ以  

外にも30を超える国々で何らかの形で定住外国人参政権が認められるように  

なっている。表1－1と表1－2は，ヴアルトラウヒによる完三住外国人地方  

参政権調査に，彼の調査以降にそのような権利を認めたベルギーを加えたも  

のである（2）。また，ニュージーランドのように長期間定住している外国人には  

国1蚊に対する参政権すら認めている国があることにも注意を払う必要がある  

だろう。   

このような外国人参政権拡大の背景には，彼らを受け入れる社会の側も，  

良くも慈しくもそうした事実上の構成人員から影響を受けるのであり，であ  

るならば彼らを社会の側に統合することによってその道常をよト）よい，ある  

いは少なくともスムーズなものとする方が得策であるという現実的な判断も  

働いているであろう。もちろん，こうした正式の構成員ではない定住外国人  

に重要な政治的権利を与えることは認められないとする根強い反対論もある。  

本稿では，そうした定住外国人に対する政治的権利の付与一に関して，アメリ  

カとヨーロッパにおける参政権付与の状況を検討してみたい。なお，先進国  

における定住外国人の問題を考えるには，カナダ．オーストラリア，ニュー  

ジーランドが それぞれ興味ある事例を提供しているが，これらの回について  

はまた機会を改めて取り上げることにする。また，本稿は，定住外国人とは  

あくまでも合法的に滞在を認められた人々だけを対象とし，不法移民等の非  

合法的滞在者や措置の決まっていない難民は対象としない。  

第1部 アメリカにおける定住外国人参政権  

第1章 定住外国人参政権付与の歴史   

第1節i建国後初期の状況  

口本では，定住外国人の参政権問題が議論されるときに通常言及されるの  

はヨーロッパ諸国の事例であり，この点に関してアメリカは冷淡な国である  

と思われている。たしかに，アメリカでは外国人参政権が一般的なルールと  

して認められてはいない。しかしながら，今日のアメリカにおいてさえあま  

り知られていないことであるが，意外にも定住外国人に対する参政権付与は  

アメリカ合衆国の歴史とといこ始まり，この国ではかつてはかなりの地域で  
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表1－1 EU諸国における域外からの定住外国人参政権付与状況  

‘莞≡誓完；憲；‡≡   

区名  讐芸慧‡二  〈こル  
ナ寸象となる川身囲  必要掛仙棚ヰ敷   －一 重 ・・・・ 申請の必確刊   

Austria  2002  ウィーⅦンrl挿lメ  汗】叫に5if・  不明   区長にはなれな  
議会のみ  しヽ   

Be】gium 2004  斤叩村  全  ［kl内に5斗・  必要，ペルギ・立候補不叶  
應法へのノ■払吉成7i二  

薯も   

J元nmark 1981   けJH「け「と耶  那川棚 制限なし   
7 ‘ 

Czeくh  2004   丁卜町村   集約でfll山こ認めイト．た匝l定圧開始と同時 〔1勃発録  不明   
Republi亡  （硯イ】はEし伯仲」のみ）   

Est口nia 1996  全日拾休   全   ＼l㍍机‘1治体に5  、ンニ候補不咋  
年   

仝（＿北欧諸国ご11身パ・には  国内に2年（北  「l勅語録   制限な」  
1g817ら1ら）   軟廿．身署にはl白二  

ナノ（二）   

Ire】and 1963  ≠町村と郡  十   定圧開始上同時  Fごi勧告壷魂  制限な」（櫨選挙  

椎は1即4以降）   

Hu†lga町 19gO  市町村と郡   十   定住開始と同時  「1動登録  立候補不口丁   

Ljthuania 2（104  市町村   に住関始と同時  立候鮒不可  
（ただし．′k住梼保  

持古に限る）   

1993   全日拾体   イギリス   過ム18ナ／了以内  

に6ナ＝グl惑内  
は往   

1985   市町村   十   匝偶に5年   IJI劫登録  制限なし  

エア，イスラェ∴，ノ几「7⊥  

－，ウェネズエラ（19g7）   

2（1U2   市町ヰ寸   仝   定圧開始とい1時  制阻なし  
けこだL．永件樵保  

持首に限る：   

2riO2   市町イ寸   全   定住開始と同時  議貝にほJ」映輔  

（ただし、永住権保  できるが，lh良  
持占に限る〉   にはなれない  

1985   正町村   ノルウェ、   定圧開始とト】時  必要  制限なL   

Sweden 1975  市町利，県   仝   l上ル勺に3牛（7  制限なL   

イスランド人と  
ノルーフェー人は  
匿ちに）   

定住開始と同時   イギりス国民と 事実ヒ、ンニ候補イこ   
Kjngd川m   Unitd  1g75   乍〔1治体（イン7う   イギリス連邦諸国             ンドでは救いこい   （約50カl椰  同じ登i剥i11  吋   

資料：ベ・レキー以外は江1を参照。ベルギーはhttp：／／Ⅵ■WW，iTrlrnigrantvoting，Org／material／worLd，html，iりびCr7Sr；〝n  
ふわ〃Cと・〝〃／ノ加r，Februa⊂）・3，20し14 より。  

注こ基礎的自治体はすべて市町村と訳してある。そのほか，各国の地方別度かまちまちで腐るため㌧ 便府．卜耶や県という訳  

いt」いた－〕また，相即を省略し／二匝1f）ある。  
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表1－2 その他の先進国における域外からの定住外国人参政権付与状況  

選挙権が付与さ  
れる「痛丁体のレ  対象となる．■ll身内  必要巌†離日主年数   若芸よ乏雲霊宝魂 披脚権   
／－こル  

Auslra】ia 巨棋月 ＝キ   仝11治体   全  、11該r】拾休にl   ′〃、蟄（ほと人どl南すユトラリ   
リ引国民に  ヶ∩  の州とテりトり  
は1948〉  －・では外l対人も  

義務投票制）   

1celand 2仙2（jヒ政   巾町有   人  北欧諸国山身香   l」】勃発凝   制限なし   
謝乱打胤  はl司叫に3年，   

から）  他は5年   

Ne甘みaIand 1975（イギl市町村と県  仝   凶内に1年以上  国民も外国人も  立候補イ吋   
リス四民  て永住権保持者  登録嚢務制  
は建［頁当  （イギリカ国尺  

初から）  Jよ酷らに）  

1983（北欧市町村と郡  全   l玉l州二3年   l′1勧豊吉魂   制限なし  
諸閂は1978  

から）  

■付利＝曲町村（たたL  ジュニラ州では州  人勢は不叫  
叫に川隼（他は  

では1849）  省略）   

不明  アメリカl鞘く同 不明  
シ十テJ′州3州のみ）  様必紫   

娃1：基礎的ト■†治体はすペて市町f寸と訳Lてある。そのほか，各国の他⊥制度がまちまちであるため，便宜ヒ郡や県という  

訳も用いた。また，細部を省略Lたl毛lもあるノ  
注2：オ｝ストラリアでは，その他城に賦・作Lていなくても．不動産を所有していれば地■JJ選挙での投票椿が認められる。  

それが認められていたのである。そこで，まずアメリカにおける定住外国人  

参政権の歴史についてみてみよう（ユ）。   

いうまでもなく，アメリカはヨーロッパからやってきた人々がイギリスの  

植民地支配をはねのけて打ち立てた国である。そのため，建国当初は，市民  

権は持たないけれどもそこに定住し，ふつうの市民生活を送っている同じヨ  

ーロッパ出身の白人に対しては非常に寛容な態度がとられた（いわゆるイン  

ディアンなどの先住諸民族や奴隷としてつれてこられた黒人は法的，政治的  

権利のらち外におかれていたが）。そのため，1789年に合衆国憲法制定後最初  

の選挙が行われたあとしばらくのあいだは，いくつもの州で定住外国人にも  

普通に選挙権が認められていた。この定住外国人には当時南部に多かったヨ 元  
一ロッパからの年期契約労働者も含まれる（憲法第1条第3項が根拠とされ 八  

た）。このときの選挙権は単に地方レベル（今日の言葉を用いれば基礎自治体）  

だけに限られたものではなく，川および連邦レベルの選挙においても同様に  

付与されていた。ただし，当時は女性に参政権は認められておらず，しかも  

財産資格にもとづく制限選挙制度がとられていたので 定住外国人に選挙権  
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が与えられる場／釧こも，当然財産資格と性別による限定が付されていた。   

もちろん，こうした外国人参政権付与に対してはそれなりの反対がなかっ  

たわけではない。特に，カトリック教徒のアイルランド移民に対しては宗教  

的な警戒心や差別意識があー），彼らには参政権を認めるべきではないとの主  

張もみられた。このことは，外国人に対する参政権の付与が，当時において  

は政治的，法的な権利というレ／ヾルで判断されるだけでなく，‾市民権を持っ  

ていようといまいと，宗教的，文化的背景を共通にする者なら同じ仲間とし  

て過しようという考え方にも影響されていたことを意味している。しかし，  

少々問題を感じても，当時においてはヨーロッパからの定住者が増えること  

は歓迎されるべきことだったので，アイルランド人に対する選挙権付与に関  

しても反対論はそれほど強いものとはならなかった。   

ところが，1とi12年にイギリスとの戦争（米英戦争）がぶこると，外国人参  

政権に対するこうした寛容な態度は・一時的に後退することになった。この戦  

争は，アメリカがかつての本国と国家として止面からぶつかるという初めて  

の出来事であった。確かに独立戦争の暗も本国のイギリスと正面からぶつか  

ったわけであるが，そのときはまだ13のそれぞれに自立性の強い植民地が連  

合を組んで戦うという，その意味では統合度の低いレベルでの軌争であった。  

しかし，今度はアメリカが一丸となって戦うという，国家が前凧こ出て行わ  

れる戦争であり，従って国民意識（アメリカ市民意識）をいやがうえにも高  

めないではおかないものであった。こうしてアメリカに戦闘的なナショナリ  

ズムの波が一気にわき起こることになった。当然予想されるように，それは  

外国人に対する寛容な態度を脇に押しやー），彼らに対する参政権，特に英語  

をきちんと話せない外国人に対する参政権はもってのほかということになっ  

てしまった。ここに，定住外国人に参政権を認めていた州の多くは一旦その  

権利付与を撤回することになる。また，このころ新たに合衆国に加わった州  

はどれも選挙権を市民権保有者に限定していた。外国人参政権に対するこの  

ような敵意，あるいは消極的な態度は，1830年にすべての州で成人（白人）  

男子の普通選挙権が実現したあとになっても，しばらくは続くことになった  

のである。  
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第2節 定住外国人参政権付与地域の拡大  

しかしながら，戦争がもたらしたナショナリズムの興奮も時がたつにつれ  

て収まって〈ると，状況は再び動き出すことになる。とくに，フロンティア  

の西進に伴い，西部や西海岸などの諸州，あるいは未だ州に昇格していない  

諸地域（territories）は，将来帰化する意思があるという表明をすれば定住移  

民に最初から選挙権を認め，それによって彼らの定住を促進したいと考える  

ようになっていった。そのさきがけとなったのはウィスコンシン地域で，同  

地域は州に昇格する3年前の1845年に定住外国人にも選挙権を認める独自憲  

法を採用した。このときはしかし，まだ連邦議会にはそのような憲法を持っ  

た地域をり州こ昇格させる用意ができていなかったが，40年代末になるとそう  

した態度にも変化がみられるようになり，50年代以降連邦議会は，ワシント  

ン，カンザス，ネブラスカ，ネバダ，ダコタ（後に南北に分離），ワイオミン  

グ，オクラホマの諸地域が将来の帰化を表明した定住外国人（ただし白人男  

性に限る）に選挙権を認めているのを追認するに至った（4）。また，この間，建  

国13州の→つであるメリーランドも，憲法を改正して市民権のあるなしにか  

かわらずすべての白人成人男子に選挙権を認めた。さらに，オハイオ，ミシ  

ガン，イリノイ，インディアナの4州は，白人の定住外国人に選挙権を認め  

るのみならず，州憲法制定会議への参加権すら認めるに至った。18世紀末か  

ら南北戦争勃発までのあいだ，各州は1l・卜l憲法制定，あるいほ改言丁のためにそ  

のような会議を繰り返し開催していたのである。   

外国人参政権問題では，南部諸州は複雑な動きを見せた。保守的な南部諸  

州は，定住外国人の多くが奴隷制度を支持していなかったので参政権付与に  

は反対していたが．南北戦争に敗れるとその態度を一転して参政権を認める  

ようになったu これは，参政権を最初から認めることによって定住を促し，  

敗戦による荒廃からの復興を早めようとしたためである。それは西部の諸州・  

諸地域と同じもくろみである。19世紀においては，定住外国人への参政権付 元  

与は一種の人口増加政策としても捉えられていたのである。もっとも，南部 六  

諸州は，リンカーンによる奴隷解放後も，黒人を白人が利用する施設や公共  

交通機関などから排除したり，黒人を政治から排除するために選挙権獲得に  

識字テストなどの条件を付したりする，いわゆるジム・クロウ諸法（JimCrow  

laws）を実施するようになり，定住外国人の誘致といってもそれは事実上自  
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人定住者に限定されたものであった。サウスカロライナ州のごときは，選挙  

権付与を定住意志のあるヨーロッパからの移民に限定すると法律に明記する  

有様であった。  

いずれにせよ，何らかの形で定住外国人に選挙権を付与する州や州昇格予  

定地J或は増大を続け，1875年には22州に達した。アラスカとハワイがアメリ  

カ合衆国に加わるのは第2次大戦後しばらくたってからのことであり，また  

連邦議会はメキシコに戦争を仕掛けて奪い取った諸地域（ニューメキシコ，  

アリゾナ，カリフォルニアなど）ではスペイン糸白人の発言力を排除するた  

めに外国人参政権を→切認めなかったから，この22という数字は，当時のア  

メリカ世界ではかなり大きな意味を持っていたということができるであろう。  

また，そのことは，建国以来，アメリカでは外国人に対する参政権が憲法上  

許されると考えられていたことを意味している。そして，それは近年のアメ  

リカにおける外国人参政権付与運動を支える重要な論拠の一つとなっている  

のである（5）。  

第3節 新移民の増大と外国人参政権への反感  

ただ，世紀が変わる頃になると，定住外国人参政権は再び厳しい状況にさ  

らされることになる。それは，直接的には反移民感情の高まりという政治的  

な理由によっていた。周知のように．アメリカ建国の主たる担い手となった  

のはイギリスからやってきたアングロサクソン系のプロテスタントであった。  

そして，彼らがその後ワスプ（WASP，White，Anglo，Saxon，Protestants）  

と呼ばれる移民社会の主流を構成することになる。そして，スコットランド  

系の移民も白人のプロテスタントということで当初からワスプの仲間に入り，  

その後同じくプロテスタント系白人のドイツ人やスカンジナビアからの移民  

がそこに加わっていった。19世紀の終わり頃まで，ワスプの範暗に入らない  

元 白人移民の大きな集団はアイルランド人だけであった0スコットランド人と  

五 同じくゲール系の白人ではあるが，しかし宗教的にはカトリックであるアイ  

ルランド人に対して，当初から主流ワスフロの中に反感や差別意識があったこ  

とはすでに指摘した（厳密に言うと，アイルランド北部からの移民にはスコ  

ットランド系プロテスタントが多かった）。ただ，本国の飢饉などが影響して  

アイルランド人が大量にやってきたといっても，それは全体の人口から見れ  
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ばまだ「許容範囲」のうちであった。しかし，19世紀終わり頃になると，北  

西ヨーロッパからやってくるプロテスタント系白人の移民は急速にその数を  

減じ，代わって「新移民」と呼ばれる，南欧やスラブ地域からの非プロテス  

タント系白人移民が急増してい〈。さらに，中国人や日本人などのアジア系  

移民も台頭してくる（8）。   

このような状況の変化は，すでに社会への定着を果たしていた西欧系のア  

メリカ人のあいだに新来者への警戒心と敵意を生み出すようになり，外国人  

参政権どころか新たな移民の受け入れそのものに反対する世論を高めてい〈  

ことになった。こうして，外国人に参政権を認めていた州は次々とそれを撤  

回していき，19世紀最後の年である1900年にこの制度を維持していたのは11  

州に減っていた。1920年には婦人参政権が．その4年後にはインディアン諸  

民族の参政権が認められるなど，20世紀の初頭には国内的には参政権の「民  

主化」が進んだにもかかわらず，外国人に対する厳しい世論はその後も衰え  

ることを知らなかった。実際，第一次世界大戦が始まる1914年にはさらに4  

つの州が外国人参政権を廃止し，1928年にはとうとう外国人参政権を認める  

州は一つもなくなってしまった。その後，アメリカが再びこの間題と向き合  

うようになるのはそれから半世紀以上が経過したあとのことである。  

第2章 近年のアメリカにおける定住外国人参政権問題   

第1節 第二次大戦後における外国人参1攻権の不在  

第二次人戦後のアメリカでは，黒人差別撤廃を求める運動の盛り上がり，  

それを受けた公民権法の制定，ベトナム反戦運動の高まり，フェミニズム運  

動の浸透，そうした動きに触発されたさまぎまなマイノりティによる自己主  

張とその権利擁護の前進，など，■市民の政治的，社会的権利を拡充しようと  

する激しいうねりがみられた。また，公民権法を実現したジョンソン政権は  

移民法を大幅に見直し，非ヨーロッパ世界からの移民増加に道を聞いた。移  

民政策のこの新たな展開によって，60年代後半以降アメリカには有色人種を  

中心に毎年何十万という移民がやってくるようになった。今日では年間の移  

民受入数は100万人を超えるに至っている。また，ベトナム戦争の後始末の一  

つとして，インドシナ地域からのベトナム人やカンボジア人の難民も多数受  

け入れた。さらに，グローバリゼーションの進展は経済大国アメl）カに数多  
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くの外国人を招き寄せ，ビジネスや学業などのためにこの凶に長期滞在する  

外国人の数も急増していく。いうまでもなく，そこには南米などから流入し  

てくる膨大な不法滞在者も加わってくる。  

しかし，アメリカにおけるこうした移民や非市民の急増にもかかわらず，  

また，上述のようなマイノリティなどの権利促進といううねりがあったにも  

かかわらず，定住外国人参政権問題は戦後のアメリカでは長い間いわば忘れ  

去られたような刃犬況におかれていた。その理巾の一つは，移民受け入れの拡  

大という政策そのものにあったと考えられる。すなわち，選挙権は市民権を  

取得すれば自動的についてくるし，それはさほど難しい話しではないと考え  

られたのである。まず，合法的な移民によってアメリカ市民権を取得するこ  

とは比較的容易になった。実際，今トlのアメリカが移民に対していかに開か  

れているかは，抽選による市民権付与という，信じられないような方法すら  

採用されていることからも推測できる。すなわち，アメリカ政府はインター  

ネットによってアメリカ国籍取得希望者を募り，アメリカでの就労を唯一の  

条件として抽選によー）毎年5ガ人に市民権を与えているのである。これは2001  

年9月の同時多発テロ以後も変わっていない。また，当初は帰化する目的を  

持たずにアメリカに来たあと，ここに定住するようになった場合でも，一定  

の要件を満たせばいわゆるグリーンカード（AlienRegistrationCard）を取  

得して永住資格を取り，その後5年以上たった段階で市民権を取得するとい  

う迫も用意されている。しかも，アメリカは二重国籍を認めているのである  

かJ〕，帰化することにそれほどの抵抗はないはずだ，というわけである。実  

際，今日でも外国人参政権に対する反対論でもっとも一般的なのは，こうし  

た「選挙権がほしいなら市民権をとれ」という主張である。もちろん 欲す  

れば誰にでも必ず市民権が与えられるわけではないのであるが，まず努力せ  

よというわけである。  

しかし，20世紀も終わ「）に近づく頃になると，アメリカに住みながら市民  

樟を持っていない人の数は膨大なものとなり，彼らの存在を抜きにしてはそ  

三 の社会の特性を語れないような地域社会も非常に多くなってきた。しかも，  

そうした人々のなかには，市民権獲得の意志があるにもかかわらず，審査手  

続きの関係などで何年も，場合によっては十数年も永住権取得者の地位のま  

ま住み続けているというケースもたくさんある。2000年に行われた同勢調香  

によると，アメリカの合法的定住外国人（外国生まれの非市民で合法的な滞  
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在資格を持つ者）は1，820万人に上っている（7）。このような状況を前にして，  

定住外国人参政権問題がアメリカで再び議論されるようになり，いくつかの  

自治体ではそれが承認されるようになった。そこにはまた，ヨーロッパで外  

国人になんらかの参政権を付与する国や自治体が増加してきたことも影響し  

ているであろう。いうまでもなく，今回の場合には19世紀のように白人男性  

に限定した選挙権というような発想はもはやみられなくなっている。そこで，  

次に近年のアメリカにおける定住外国人参政権の状況について，いくつかの  

具体例をみていくことにするが，その前に，外国人への参政権の付与がアメ  

リカでどのような憲法上の根拠を持っているのかを簡単に検討しておきたい。   

第2節 外国人参政権の憲法的基礎  

参政権に関するアメリカ合衆国憲法の条文はいくつかあるが，いずれも特  

定の理由によって市民（国民）から投票権を奪ってはならないと謳っている。  

すなわち，奴隷の境遇から解放された黒人に対しては，1870年の憲法修正第  

15条で，「合衆国市民の投票権は，人種・体の色，あるいは過去における隷属  

的地位の故に，合衆国あるいはどの州によってもこれを拒まれ，あるいは制  

限されてはならない」と規定している。そして，この規定をかいくぐるため  

に南部諸州がもうけた，人頭税納付を選挙権付与の条件とするという制限に  

対しては，1964年の修正第24条によって，「合衆凶およぴいかなる州も，人頭  

税その他の税金未納という理由で」選挙権を拒絶または制限してはならない  

として，これを禁止した。また，女性の権利については，1920年の佗正第19  

条で，「合衆国市民の投票権は，合衆国またはどの州によっても，性の違いに  

よって拒絶または制限されてはならない」と規定している。そして，選挙権  

年齢を21歳から18歳に引き下げた1971年の修正第26条は，「18歳以上の合衆国  

市民の投票権は，合衆固またはどの州によっても，年齢を理由としてこれを  

拒まれ，あるいは制限されてはならない」としている。   

これらの条項を本稿の趣旨に照らしてまとめると，二つの特徴が浮かび上  

がってくる。一つは，市民権を有する合衆国国民は人穐，性別，年齢など特  

定の属性または税の支払いの有無にもとづいて差別的待遇を受けてはならな  

い，という形で参政権の平等性が謳われているだけで，合衆国市民以外の存  

在に対する選挙権の付与については何も述べていないということである。と  
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いうことは，市民権を有していない外国人に選挙権を認めることは憲法上当  

然の要請ではないが，同時にまた憲法違反でもないということを意味する。  

実際，20世紀初頭までは全米でかなり広く外国人の投票権が認められていた  

という事実は，それを認めてもそれは合憲であると考えられ，裁判所の判断  

もそのようなものであったからに他ならない。   

もう一つの特徴は，どの条項においても「合衆国またはどの州によっても」  

との表現が用いられていることである。このことは，選挙権の付与か連邦と  

州という二つのレベルで行われるということを示している。もちろん，この  

ような書き方をするのは，市民に対する選挙権の保障が二つのレベルで異な  

ることがないようにするためである。しかL，そのことは逆に，非市民に対  

Lては選挙権の付与においで連邦と各州の判断が異なることを排除しないと  

いう解釈を可能とする。実際，過去において連邦最高裁判所はそのような判  

断を示しているのである（8）。今日のアメリカでは，連邦選挙における参政権を  

外国人に認めようという議論はみられないが，州や地方レベルでは選挙権付  

与の動きがみられるようになってきたことの憲法上の背景はこうしたところ  

にあるのである。   

もっとも，アメリカでは，この国に定住する目的でやってきた人々の場合  

にはこれを定住外国人とは呼ばず，市民権があろうがなかろうがすべて移民  

（immigrants）と呼ぶ。これは移民国家ならではの事情によるものなので，  

本稿では市民権を持たない移民も定住外国人に含めておく。ただL，非市民  

（non，Citizens）の移民には合法的居住者（documentedimmigrants）と，法  

律的には滞在資格を持たない不法居住者（non－documentedimmigrants）と  

があり，その性格上後者に関するデータは十分ではない（最低300万人はいる  

だろうといわれている）。ただ，市民権（国籍）付与が属地主義（生地主義）  

の原則によって行われているアメリカでは，親が不法移民であっても，国内  

で生まれたその子供にはアメリカの市民権が与えられる。こうしたことから，  

不法ブ帯在者といえどもその処遇は単純には考えられないのである。   

それはともかく，現在，実際に定住外国人の参政権を認めている自治体は  

まだ少数で，州レベルでは皆無であるが，何らかの形で外国人の参政権を実  

現しようという運動自体はニューヨーク，イリノイ，テキサス，カリフォル  

ニアなど10以上の州に広がっている。そして，こうした運動は定住外国人自  

身によって行われるというよりも，アメリカ市民のなかに担い手を見出して  
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いるのである。以Fではそのなかから代表的な事例について検討していく（9）。   

第3節 メリーランド州における定住外国人参政権の状況  

メリーランド州が首都ワシントン（D．C，）と境を接する位置，ワシント  

ンからみるとその北隣にタコマ・パーク（TakomaPark）という町がある。  

本稿ではタコマ・パーク市と表記しておく（日本以外の先進国には市町村に  

相当する区分は普通はみられない）。同市の人「1は約1万7千人，うち白人が  

ほぼ半数，黒人人口が3分の1弱，残りはヒスパニックなどという構成であ  

る。この町には古い建物が多く残っており，さしずめアメリカ版伝統的建造  

物保存地区といった趣がある。しかし，そうした文化的な遺産以外にこの町  

を有名にしたのが定住外国人参政権の承認である。それは1992年のことであ  

る。  

1990年代に入る頃，タコマ・パークでは市内に居住する市民権を持たない  

移民（定住外国人）に投票権を付与すべきだという運動が起こった。その理  

由に特に他と際だったものがあったわけでiまではなく，定住外国人もまた地  

域社会の構成員であり，彼らに選挙権を付与することが法の下の平等という  

点からも，また彼らを社会に統合するという点からも望ましいという，こう  

した運動一般に共通してみられるものであった。この連動を始めたタコマ・  

パークの市民たちは，自分たちの主張の是非を問う住民投票を呼びかけ，そ  

れを認めさせた。ただし，この住民投票は決定権を握る市議会（CityCouncil）  

を縛る法的拘束力を持つものではなく，有権者の意見分布を探って議会の参  

考に供する「諮問的住民投票（advisoryreferendum）という位置づけを与え  

られていた。そうすることで有権者や市議会議員の反発を和らげると同時に，  

運動の趣旨が抵抗な〈理解されるであろうと考えられたからである。このよ  

うな戦術は成功し，住民投票ではわずか92票差ながら参政権付与派が多数を  

占めた（投票率は約30パーセントで，アメリカではこの種の選挙における平  

均的な数字に近いものだった）。   

この諮問的な住民投票における→応の勝利を受けて，外国人参政権の推進  

者たちはさらに運動を続けてい一ソた。そして，住民投票から数ヶ月のあいだ  

に市議会による公聴会が2度にわたって開催され，この間題に対する賛成，  

反対それぞれの立場に立つ公述人からの意見聴取と，それにもとづく討論が  
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行われた。こうしたプロセスを経て，1992年の2月10口，タコマ・パーク市  

議会は市民権を持たない定住者に選挙権を認めるように市の憲章（citycharter）  

を改正するかどうかの投票を行った結果，賛成多数で改正が承認された。し  

かも，この改正は合法的な定住外国人だけではなく，定住許可証を持たない  

非合法的な非市民にも参政権を認めるものであった。これに対しては，当然  

予想されるように，タコマ・パーク市民のみならず，他の地域のアメリカ市  

民からも反対の声が相次ぐことになる。   

外国人参政権に反対するこうした声は，もう一つの戦場である州議会に向  

かった。なぜなら，上述のように，アメリカでは連邦レベルでの参政権と州  

レベルでの参政権とは別個に定めることになっているから，それぞれの州で  

選挙権をどの範囲の人々に認めるかという問題も，当然のことながらそれぞ  

れの州の法律または州憲法によって定められるからである。一般的には，今  

日の州法の多くは選挙権をアメリカ市民権を持った人々に限定している。し  

かし，メリーランド州の法律は，参政権を与える範囲は各自治体に任せると  

していた。従って，外国人参政権に反対する人々は，この州法を改正して自  

治体から参政権付与権を奪い取る作戦に出たのである。当初このもくろみは  

成功し，実際に州法の改正案がある議員から議会に提出されたが，結局1992  

年3月17日，それは否決され，タコマ・パーク市による外国人参政権付与は  

効力を有する見込みなった。   

この段階まで釆て，反対派は最後の抵抗を試みる。それは，住民投票によ  

るタコマ・パーク市憲章の再改j上の試みである。この住民投票発案は規定の  

署名を集めることに成功L，投票が実施されることになった。しかし，その  

結果は468票対1，417票という圧倒的票差で再改正派の敗北となった。もっと  

も，このときは投票率が非常に低かったわけであるが，それもまた，外国人  

参政権への反感をたかめようという試みが不首尾に終わったことを如実に示  

していたのである。こうして参政権付与反対派の試みは最終的に挫折し，1992  

年3月末軋 タコマ・パーク市における定住非市民への参政権付与は正式に  

発効し．た。   

メリーランド州では，ほぼ同じ時期に他の4つの市でも同様の参政権付与  

が承認されていたが，メリーランド州法改正の試みが失敗したことにより，  

それらの市でも参政権付与が最終的に確定することにな一ノた。もっとも，こ  

れらの市は人口的にみればいずれレ」、さなものばかりであり，ボルチモアを  
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はじめ同州の主な自治体はまだ外国人参政権を認めるに至っていない。しか  

し，タコマ・パークなどのまちほいずれも市レベルのすべての選挙への参政  

権を認めている点，およびたとえ不法移民であっても定住者である限り投票  

権を認めている点で，これまでのところこの問題に対してアメリカではもっ  

とも積極的な対応を示している。そのため，これらの事例は全国で外国人参  

政権の付与を臼指しているさまぎまな団体や運動によって絶えず言及される  

ようになっている。その意味で今後も全国的な影響を及ぼし続けるであろう（10）。   

第4節 ニューヨークにおける定住外国人参政権問題  

あまー）知られていないことであるが，ニュ←ヨ“クは戦後のアメリカで部  

分的とはいえ最も早く定住外国人に選挙権を認めた自治体である。それは例  

外的に早く，1970年のことであった。この年，ニューヨーク市内の教育委月  

会（schoolboards，教育行政を管轄する単機能自治体で，課税権を含む自治  

権を持っている）選挙においては，子供がいる住民は，選挙権年齢（当時は  

21歳）に達してさえいれば，合法的な居住者である限ー）市民権を持っていな  

くても投票に参加することができるようになった。さらには，選挙権だけで  

なく， 教育委月への被選挙権も合法的な非市民に認められることになった。  

これは，そのような非巾民の定住者は，子供の教育に関して教育委員会の決  

定から大きな影響を受けるだけでなく，学校の運営に積極的に関与すること  

が望ましいという考えによる（11）。この教育委員会選挙は11月に行われる一般  

選挙とは別に5月に行われた。投票の際の有権者チェックは投票申請書に善  

かれた子供の名前と学校が実際にその学校の児童生徒名簿と照合することだ  

けで行われ，親が市民権を有しているかどうかはもちろん，合法的な居住者  

であるか否かすら確認を求められなかった。それでも，1996年当時の教育委  

員会タスクフォースの副局長の言によると，「それまで大きな問題が起きたこ  

とはなかった」のである（12）。   

ニュー ヨーク市内各教育委月会における定住外国人への選挙権と被選挙権  

付与は，その後2002年に個別教育委月会制度が廃止されるまで維持された。  

そして，その後は教育委月会の権限が市の教育局に一元化されて教育委月の  

選挙というシステムそのものがなくなってしまったため，定住外国人はいか  

なる形でも参政権を行使することができないまま今［＝こ至っている。だが，  
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折から各地で同種の運動が高まってきたこともあって，ニューヨークにおけ  

るこうした状況は定住非市民への参政権をより拡大した形で実現しようとの  

主張に弾みをつけることになった。実際，移民の国アメリカでも特に人種的  

民族的多様性が大きいニューヨークでは，800■万の人l1のうち，約140万が市  

民権をまだ持っていない合法的移民で【11められている（13）。これは，合法的に  

居住している成人の5人に1人が投票権を持たないということを意味してい  

る。運動は，こうLた定住非市民に地方参政権を認め，地域における権利の  

平等と祉会の統合をはかろうとするものである。   

こうして，2OO3年の秋．ニュpヨーク市憲章改正協議会（The Charter  

RevisionCommission）が作られ，非市民の定住者に地方選挙権を認める形  

に▲市の憲章を改訂させるべく組織的な活動を始めた。もちろん，そのような  

活動が大都市で効果を上げるのは容易ではなかったが，外国人参政権問題に  

関心を寄せる人々は協議会の外にも増え始め，そうしたニューヨーク市民が  

集まってどうすれば参政権実現に近づくことができるかを検討し始めた。そ  

して，2004年の始め，新たな運動体として「選挙権拡大を日子旨すニューヨー  

ク市民連合（theNewYorkCoalitiontoExpandVotingRights）」が結成  

された。ここで，前述の協議会はこの市民連合へと発展的に解消する。その  

後，市民連合は市内の様々なコミュニティー・グループや活動家，市議会お  

よびニューヨーク州議会議員などに働きかけると同時に，その一部の協力も  

待ながら運動目標の基本原則を練り上げていった。同時に彼らは，71∫民のあ  

いだに理解を広げるため，外国人参政権問題に関するわかりやすいQ＆Aタ  

イプのリーフレットを作った。さらに，市内に多いヒスパニック系や中国系，  

あるいは確固系といったマイノりティのアメリカ人に対する働きかけを強化  

するため，リーフレットはスペイン語や中同語など各国語に翻訳された。   

市民連ノ含は，201世紀初頭まではニューヨークが定住外国人に参政権を認め  

ていたという事実を強調し，自分たちの運動の臼標を「外国人参政権の付与  

ないし承認」ではなく，「外国人参政権のl掛復」と位置づけている。彼らの目  

標がすぐに実現する可能性はそれほど大きいとは思われないが，運動が今も  

継続中で，労働組合も加わって賛同の輪が広がっていることは事実である。  

特に，市議会議員や州議会議員のあいだに運動の賛同者を見いだしたことは  

大きな弾みとなっている（14）。たとえば，ニューヨーク州議会」L院議員のマー  

ティン・M・ディランは，「世界のあらゆる地域からアメリカにやってきた人々  
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は，自分の岡では実現不可能かもしれない自由を求めて来たのであるから，  

永住者に投票する権利を認めるのは理にかなったことである」と述べて，市  

民連合の趣旨に賛同している（15）。さらに，市議会議員のビル・パーキンスは，  

合法的な定住外国人に市レベルでの選挙権を与えるという条例案を20∩5年1  

月に議会に提出している（審議未了）。共和党のブルームバーグ市長は参政権  

付与に反対する姿勢を明らかにしたが（16），こうして参政権問題が立法の段階  

に入ったことで，ニューヨークにおける外国人参政権問題は今後さらに議論  

を巻き起こしていくものと思われる。  

第5節 サンフランシスコにおける定住外国人参政権問題  

ニューヨークの例は，メリーランド州の→和白治体で実現した定住外国人  

に対する地方参政権付与の動きが広まり始めていることを示している。実際，  

マサチューセッツ州やイリノイ州でもいくつかの町，あるいは郡で憲章改訂  

の動きがあり，シカゴではいち早く1t娼8年に同市の統合教育委員会選挙にお  

いて非市民にも参政権が認められた（ただし子供がいる世帯のみ）。そうした  

なかで，束のニューヨークと並んでかなりの注目を集めているのが，西海岸  

の主要都市・サンフランシスコである。そこで，本節ではこの事例を取り上  

げることにしたい。  

1849年，今軒観光客を満載したケーブルか－が上り下りする急な坂の一画  

で金が発見されたことをきっかけに人きく発展してきたサンフランシスコは，  

アメリカの西の玄関し1として日本人にもなじみが深い町である。現在の人［1  

は約80フ才人，オークランドやバークレー ，サンノゼといった都市を含むその  

大都市圏全体には300万人以トニの人々が暮らす。太平洋／＼の出口としての港湾  

機能，およびそれとセットになった大陸横断鉄道の終着点という機能こそサ  

ンフランシスコ湾対岸のオークランドに譲ったものの，この町は西海岸・太  

平洋地域の金融・文化・観光の中心地として繁栄しており，その温暖な気候 六  

と美しい景観も加わって，アメリカ人がもっとも住みたいと夢見る町の一つ 六  

になっている。   

政治的には，この町はそのリベラル性で知られる。全米の主要都市に先駆  

けてゲイの男性を市長に選出したことはそうしたリベラル性を象徴するもの  

であろう。また，都市の再開発や高速鉄道綱の整備など市民生活に影響の人  
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きい問題に関しては，決定に当たって積極的な市民参加が求められてきた。  

したがって，当然完住外国人に対する参政権の付与も早期に実現したと考え  

たいところであるが，これは必ずしもそうではなかった。その理由は明らか  

ではなし－が，一つ考えられるのはカリフォルニア州における不法移民の多さ  

である。同州は，同じくメキシコと境を接しているテキサス州などと並んで  

膨大な不法移民を抱えている。もちろん，彼らは労働人口の最底辺を支える  

ことによって州経済に貢献しているのであるが，法的な側面を別にしても，  

他方では治安の悪化や福祉などの財政支出の増大など，州民感情悪化の原凶  

ともなっている。1996年のカリフォルニア州住民投票で，不法移民の追放を  

図るために不法移民への公教育，医療サービスの停止を求めるフロロボジショ  

ン187が賛成五九％，反対四一％（州全体）で可決されたことはそうした反移  

民感情を端的に表しているり7）。   

こうして，サンフランシスコでは，定住非市民に選挙権を認めるべきだと  

の訴訟が個人によって提起されるなどの動き（州最高裁で却下）はあったも  

のの，20世紀中はこの問題はさほどの関心を集めなかった。そのような状況  

を人きく動かしたのは，ニューヨークのような市民の側からの運動ではなく，  

同市の政治エリートに上るイニシアティブであった。すなわち，2003年9月，  

サンフランシスコ市議会（City Council）の常任機関・参事会（Board of  

Supervisors）会長であr），年末の市長選挙における決選投票で47パーセント  

を獲得することになるマットゴンザレスが，市の法務長官（CityAttorney）  

に．子供のいる合法的定住外国人にも市教育委員合理事選（municipalschool  

boardelections）での投票権を認めるべ〈市憲章の改定案を起草するよう求  

めたのである。ゴンザレスは，共和党が極端に弱いサンフランシスコで民主  

党に次ぐ勢力となっていた緑の党に属し，市長選挙への出馬を表明しようと  

していたところであったから，そこにはおそらく選挙を意識したパフォーーマ  

ンスという側面があったのであろう。ゴンザレスによると，サンフランシス  

コは自治憲章を持つ市であるから独自の地方選挙規則を作る権能を石してい  

る。そして，市の人口の16パーーセントは合法的な非市民で占められているの  

だから、社会をさらに民主化するために彼らにも地域社会での参政権を認め  

るべきだとの主張を行なった（18）。これ以後，サンフランシスコでは非市民に  

も参政権を認めるべきか否か，議論が急速に巻き起こr），それはカリフォル  

ニア各地にも飛び火していった。  
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ゴンザレスは市長選挙で民主党若手のニューサムに敗れはしたものの，結  

果は比較的僅差であ「），また参事全会長の座も維持し，さらに市長選後は新  

市長支持を表明することによって政治的影響力を保つことに成功する。その  

ゴンザレスが，今度は教育委員会選挙における定住外国人参政権付与の是非  

を巡って住民投票を提起すると発表したのである。彼は，「定住外国人参政権  

というのは何も新しい考えではない，アメリカ建国の父たち，そして多〈の  

州や自治体は，どのようなものであれ移民を民主的なシステムに統合してい  

〈ことが我々の民主主義における重要な投資だと考えてきたのだからJと述  

べて，自らの主 張がアメリカ民主主義の伝統に根ざしたものだと正当化した（19）。  

この提案はすぐに住民グループや一部のリーダーたちの賛同を得，提案の是  

非を議論する公聴会も開かれるに至った。そして，市参事会は7月13日，き  

たる11月2日の大統領選挙にあわせてこの案件を住民投票にかけるか否かの  

採決を行うことにした（20）。投票の結果は賛成票が過半数を占め，サンフラン  

シスコは，非市民に教育委員会選挙の参政権を与えるという市憲章の修正に  

ついて有権者の判断を仰ぐことになった。   

もう少し厳密に言うと，この修正案は，市の統合教育委員会選挙において，  

アメリカ市民だけでなく，「同教育委員会管内の18オ以上で，かつ子供をもっ  

ている住民は，アメリカ市民であると台とに関わらず，教育委員全委員選挙  

において投票権を認められる。この規定は教育委員会選挙のみに適用される」  

という条項を市憲章に付加するという形をとっている。そして，市参事会に  

選挙管理委員会委員長と協議の上，実施細則を作ることを求めている。ただ  

し，この修正条項は時限立法として提案されており，2008年末までに参事会  

が延長のための施行令（ordinance）を出さない限r）その時点で効力を失うと  

している。その意味で，この提案は試行的なものとして提起されていること  

がわかる。しばら〈実施してみてその是非長短を市民および政治エリートが  

判断する余地を残そうというわけで，原理主義的な絶対的正義の問題として  

提起されているわけではない。   

いずれにせよ，住民提案F（PropositionF）と名付けられたこの住民投票  

案をめぐって，これ以後サンフランシスコの市民や諸団体は賛成，反対それ  

ぞれの立場からの論陣を張り，またデモ行進やパンフレットの印刷，あるい  

はホームページの立ち上げといった様々な活動を繰り広げた。もっとも，11  

月2日の選挙はあくまでも大統領選挙がメインであり，それに連邦や州の議  
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員選挙など多くの選挙か加わったものである。しかも，それと同時に様々な  

住民投票を行うといっても，そこには市のレベルでは歴史的建造物保存公債  

発行の是非，市の医療・保健制度改正の是非，湾岸地域高速鉄道綱（BAR  

T）耐震二上事実施公債発石の是非，消費税引き上げ問題といった多くの投票  

案件がかけられることになり，また，州レベルでも，性犯罪者に関するDN  

Aデータベース作成という州の新政策に対する賛否，州の保健医療制度改正  

に関する賛否など，実に多くの案件が加わることになった。従って，個々の  

案件に対する賛否の議論は，直接当事者以外にはさほど盛Ij上がらないとい  

う事態が生じたのもやむを得ないことであった。そうした事情もあって，11  

月2［】の投票では，定住非市民に教育委員会選挙の投票権を与えるという前  

審事故正実は否決されることとなったし、  

もっとも，この敗北によって運動自体が終わってLまったわけでもないこ  

とには注意しなければならないだろう。もちろん，落胆から運動はしばらく  

停滞してしまった（つ しかし，住民投票の結果は47パーセント対52パーセント  

という比較的僅差での敗北で，2001年の同時多発テロ以降アメリカを覆った  

排外主義的な雰囲気やそれとある程度関連した政治意識の保守化，さらには  

前述の，カリフォルニア州における不法移民に対する反感の高まりといった  

状況を考えると，運動はむしノろ善戦したと考えられるのである。こうして，   

11月大統領選挙以後に生じた左派，あるいはリベラル派全体の虚脱感が癒え  

てくると，運動は再び息を吹き返してくる。サンフランシスコにおける定住  

外国人参政権問題は，今後もなお，政治的争点のリストに載り続けることに  

なりそうである。   

第6節 定住外国人参政権に対する賛否の議論  

本章の最後に，定住外国人，あるいは定住非市民に対する参政権付与を巡  

る賛否はどのような根拠にもとづいてなされているのかを，ハイダックとブ  

ロゾヴィックに依拠しながら簡単にみておこう（21）。∫ まず，賛成論の論拠であ  

るが，それは大きく分けて5つに分けることができる。第1は，民主的な政  

府が止統惟を持つのは，それが統治される者の同意を存立の根拠としている  

からだという，代表制民主主義に関するロック的，あるいはフェデラリスト  

的な理解である。その原初的形態が，「代表なくして課税なし．」というスロー  
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ガンのもと，アメリカ独立革命を主導した考え方であり，その代表は選挙に  

よって選ばれると考えられるのである。そして，ロックであれフェデラリス  

トであれ，あるいはその衣鉢を継ぐリンカーンであれ，その代表を選ぶ，す  

なわち選挙権を有するのは，その回，その地域に居住する人民（pcople）であ  

り，特定の民族や国籍要件，あるいは市民権といったものによる制約は考え  

られていなかったのである。20世紀初頭までアメリカでかなり一般的に非市  

民にも選挙権が解放されていたのは，このような思想にもとづいている。も  

ちろん，建国当初のアメリカでは，代表選出のためにはまさに税を納め，一  

定の土地を保有していることが必須と考えられており，非市民に選挙権が与  

えられる場合でもそれは比較的富裕な人々に限られていたが，担税力が同じ  

であるならば市民と非市民のあいだに差別はなかったのである。そして，周  

知にように，この担税力要件がその後撤廃されても，白人男性という限界の  

なかではあるが，市民と非市民の参政権における平等性自体は維持されてい  

ったのである。   

第2に，非市民への選挙権付与は彼らを公正に処遇する重要な手段である  

との主張がある。すなわち，非巾民も地域社会の住人である限り，正規の市  

民同様，その社会に対する政治的な決定に対して同じ利害得失と関心を持っ  

ている。従って，そうした非市民に参加権を認めないというのはまずもって  

公正ではない（unfair）。まして彼らは市民と同様に税金を払い，地域経済に  

貢献しているのである．〕従って，彼らに参加資格を認めるなら，彼らは市民  

と同じ土俵にたって地域の問題を考えるようになるだろうし，地域へのコミ  

ットメントも深まるだろうというのである（ノ   

第3に，これと関連することであるが，非市民に選挙権を認めるならば，  

地域社会の統合が促進され，緊張や対立も少なくなる。彼らは地域社会の多  

くの問題について正規の市民と同じような立場に立ち，同じ地域的な関心を  

有さぎるを得ないので，参政権を得てともに議論に参加するならば，共通の  

土俵を強同にすることにつながる0そこから，相互理解や対話の機運も生ま 六  

れ，あるいは少なくとも利益や不満の表出ルートが制度化されて，社会の緊 二  

張が減少するであろう。また，市民権を持たないマイノリティ同士の争いを  

彼らのあいだの連携や協力関係に転換することができるかもしれない。   

第4に，非市民が選挙権を持っていないと，彼らに対する差別や偏見が患  

化する。政治家は選挙に発言権を持たない彼らの利益を無視したところで何  
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ら恐るところはない。従って，非市民を政治過程から排除し続けるなら，彼  

らは住宅，教育，地域医療サービス，警察活動などで不利益や差別を受けが  

ちとなるであろう。選挙権を持たない住民は2級市民扱いされかねないので  

ある。さらには．彼らを代表する政党や政治家がいないのだから，排外主義  

的で人種・民族差別的な選挙運動に対するチェックが弱くなるかもしれない。  

第5に，合衆国憲法は外国人への参政権付与については何も規定しておら  

ず，従ってそれは違憲ではか－。要は各州の憲法でどのようにこの間題を扱  

うかであるが．そこでも明示的にこれを禁じているところはない。そもそも  

20世紀初頭までは多くの州で定住外国人にも参蚊権を認めていたのであるか  

ら，それを復活するのに何の問題もないという主張か広くみられる。二れに  

ついてはすでにみたとおr）である。  

これに対して，参政権付与に反対する論拠はどのようなものであろうか。  

アメリカでもっとも一般的にみられる反対の理由は，非市民が止規のルート  

を通じて市民権を得れば自動的に参政権を得られるのだから，彼らはまずそ  

の努力をすべきだというものである。ラスキンが「権利に関するリベラルな  

ア7Oローチ（1iberalrightsapproach）」と呼ぶこのような反対論（22）は，毎年   

100万人近くもの移民に市民権を付与してこれを受け入れている「移民国家」  

アメリカにおいては非常に説得力を持っており，外国人参政権に反対，ない  

し無関心という市民感情を論理の面で支えている。アメリカでは市民権は出  

生地主義にもとづいて付与されるから，定住外国人の子弟もアメリカの主権  

が及ぶ空間で生を受ければ自動的にアメリカ国籍を得る。その親も簡単な（一  

般市民はそのように感じている）要件と5年の待機期間を我慢しさえすれば  

アメリカ市民になれる。しかも，アメリカは二重国籍も認めているので，な  

おさら外国人参政権などあまり意味を持たないと考えられがちなのである。  

こうして，アメリカでは定住外国人参政権問題は他のどの国にもまして市民  

権取得問題と競合することになる。  

八  次に，古典的な国民団家に至高の地位を与えて，「伝統的な民主主義におい  

‾ ては参政権は市民にのみ留保された崇高な権利である」と主張する議論もあ  

る（23）。この議論は，参政権がほしければ市民権を取得してアメリカ社会の止  

規メンバーになればいいのだという」二述のリベラルなアプローチとも親和的  

である。そこから，市民権を取得しない者に参政権を認めるということは，  

アメリカへの忠誠を誓わない老に政治に介入する権利を認めることとなって  
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しまうとの主張も出てくる。このように，移民国家というアメリカの基本的  

理念を前面に押し出し，それに対する忠誠の有無によって市民と非市民のあ  

いだに線を引こうという議論は非常に多くみられるものである。さらに，市  

民権を持っていない者はアメリカの政治制度に関する十分な知識も愛着もな  

いので，よく事情をのみ込んだ上で一票を投じることができない，という主  

張もみられる。要するに外国人にとどまっている者たちは社会の統合とそこ  

における相互信輔の確保に必要な連帯意識に欠けるところがあるのだから，  

社会の正規メンバーと同じ参加資格を持たないというわけである。   

ラスキンはこのような主張を外国人参政権に対する「共和主義的な反対論  

（republicanchallenge）と呼んでいる（24）。このうち，十分な知識云々という  

問題は正規の市民の少なくとも→部にも当てはまることなのであまり説得力  

を持たないが，政治制度に対する思い入れということになると非市民には分  

が悪いということも考えられよう。もちろん，この命題の真偽はまずもって  

実証の問題なのだが，しかしそれだけに解消しきれないのは，それが結局は  

忠誠の問題と重なるからである。   

第4に，定住しているといっても，外国人の利害はアメリカ市民のそれと  

は対立する可能性があるというものである。これは，一つには，彼らの出身  

国とアメリカとの国益が相反するような局面において表れてくる可能性を持  

つ。その場合，それは既述の忠誠問題に帰着することになるだろう。しかし，  

日常生活のレベルでは，アメリカ市民自体のあいだでも利害の対立はごく普  

通のことであり，特に外国人固有の問題が存在するとは考えにくい。   

第3に，非市民に投票権を認めると選挙における不正が増加するとして，  

外国人参政権に反対する意見がある。もちろん，市民権を持っていない着た  

ちはそもそもいかがわしい連中だ，というのであれば，それは人種的民族的  

差別意識のなせるわぎ以外のなにものでもない。実際，この説の支持者には  

そうした差別意識に突き動かされている者もいるが，それとは別の，アメリ  

カ特有の問題もこうした主張を生み出す背景となっている点は理解されなけ  

ればならない。それは，選挙管理＿，Lの問題である。   

すなわち，アメリカでは，選挙はほとんどの場合ある特定の臼にまとめて  

行われる。大統領選挙の日に，連邦＿ヒ下両院議員の選挙，州知事の選挙，州  

上下両院選挙，市長選挙，市議会議月選挙，州の法務長官選挙，教育委月選  

挙，などなど，各種各レベルの選挙が一度に行われるのである。そのほかに  
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市や州の住民投票もたくさん行われる。こうなると，非市民に一部の選挙に  

対する選挙権だけを認めた場合，その人が本来選挙権を認められていない選  

挙でも投票したり，逆に市民が一部の選挙での投票を誤って拒まれたりとい  

ったことが起こりやすくなる。アメリカの選挙管理には欠陥があるというこ  

とは2000年の大統領選挙をめぐる混乱で世界中が知ることとなったのである  

が，それは選挙管理業務従事者の訓練不足などだけで説明できるものではな  

く，多数多種類投票（いわゆる「長い投票川紙（longballot）」がその典型的  

なあり方）という仕組み自体がその卜地となっているのである。したがって，  

選挙権付与の是非を左ヰfする本質的な問題ではないが，非市民に特定選挙に  

対する投票権だけを認めようとする場合には，このような弱点が混乱を引き  

起こしたり，不止選挙に利用されたりしないように事前に策を講じておくこ  

とが必要だとはいえるだろう。もっとも，外国人参政権を制度化したタコマ・  

パーク市における選挙管理の実際を調査したキニは，選挙実務に何の支障も  

生じていなかったと報告している（25）ので，この間題を理由に参政権付与反対  

を咽えることには無理があるというべきであろう。  

第2部 西欧諸国における定住外国人参政権  

第1章 外国人参政権の前史   

第1節 西欧における定住外国人の増大  

外から移民がやってくることが常態であったアメリカと違って，国民団家  

という考え方が非常に強く支持されていたヨ一口、、／パにおいては，定住外国  

人に参政権を付与すべきかどうかという議論は長く政治的アジェンダにはの  

ぼらなかった（26）。そもそも，ヨーロッパ各国は新大陸への移民供給源だった  

のであり，第2次大戟が終わるまでは，外国からやってきてそれぞれの国に  

定住しようとする人々は，当該コミュニティーにとって一般に例外的存在で  

しかなかった。もちろん，一民族一国家という意味での国民国家は成立の当  

初から擬制でしかなく，ほとんどの国はその領域内にさまぎまな少数民族（い  

わゆる地域的・言語的マイノリティ）をかかえており，そうした少数民族は  

経済的，文化的，あるいは言語的に不利な立場におかれることが少なくなか  

った。197∩年代になって各国に広がったマイノリティの独立運動は，国民国  
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家の擬制がはらむこうした内部矛盾が顕在化したものだと考えられる（27）。   

しかしながら，ともすれば不利な立場におかれやすかったそうした地域的  

マイノリティも，こと市民権という点では多数派民族と全く同等の処遇を受  

けていた（28）。［丁本譜では国民と民族の区別が曖昧なので正確に表現すること  

は難しいが，本稿の文脈でいうならば，彼ら地域的マイノリティには市民と  

して最初から完全な参政権が認められており，したがって定住外国人参政権  

問題とは無縁である。ところが，第2次人戦後の西ヨ一口リバ諸国では，こ  

うした域内のいわば先祖代々の地に住み続けてきたマイノりティとは根本的  

に異なった新しいタイプのマイノリティが急速にその数を増大させてきた。  

いうまでもなく，それは西ヨーロッパの外から仕事を求めてやってきた移民  

たちである。彼らは故郷を西欧以外の外国に持ち，文化的，宗教的な背景も  

西ヨーロッパのそれとは多かれ少なかれ違っていた。西ヨーロッパで定住外  

国人参政権がまず議論にのぼるようになった理由は，こうした移民の増大と  

いう状況の変化を抜きにしては考えられない（29）   

こうした移民は，大きく二つのグループに分けて考えることができよう。  

一つは，戦後の高度成長に伴う労働力不足を補うため，低賃金を当て込んで  

各国が西欧周辺諸国から積極的に招き入れた労働者である。彼らは受け入れ  

回の市民がつきたがらない汚れ仕事や肉体労働を次々と担っていくようにな  

り，それぞれの国の経済成長を支えた。しかし，受け入れ同の意識では，こ  

うした西欧外地城からの労働者たちは彼らの母国では見つけることのできな  

い働き11の魅力に惹かれてやってきても，そこで十分稼ぎ終えたならばやが  

て故郷の同に戻っていく短期的滞在者，すなわち出稼ぎ労働者であると考え  

られていた。トルコや旧ユーゴスラヴィア地域などからそうした労働者を大  

量に受け入れたドイツ（西ドイツ）が，彼らを「お客さん労働者（Gastalbeiter）」  

と呼んだことは，こうした考え方を端的に示している。受け入れ国側のそう  

した「お客」扱いにもかかわらず，やってきた外国人労働者は期待されたよ  

うには故国に戻らず，それどころか家族二共々それぞれのコミュニティーに定  

着するようになってしまったことはよく知られている。そこで，事実問題と  

して地域社会の一員になってしまった彼らの処遇が問題となり，そこから参  

政権付与という主張が出てくるのである。   

この第一のグループとはやや異なったものとして，西欧域外からの移民に  

はもう一つのグループを考えることができる。それは，植民地帝国だった国々  
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に戦後押し寄せてきたl‖植民地の人々である。こうした旧植民地からやって  

きた人々も，宗主国の経済成長を支える労働力として機能したことに変わり  

はないが，しかし第1のグループとは違って，受け入れ国側から短期的出稼  

ぎ労働者として期待された存在ではない。特に有色人種の旧植民地人は、旧  

宗主国としてはできれば受け入れた〈ない存在であった。にもかかわらず，  

帝国としてのいわば惰性は，経済的チャンスを求めて次々とやってくるかつ  

ての臣民たちに一定程度門戸を開かぎるを得なかったのである。  

第2節 EC・EUにおける域内移動の拡大  

1970年代後半になると，ヨーロッパでも戦後の高度成長時代は終わりを告  

げ，それに伴って非西欧地域からの労働力に対する需要も激減した。それ以  

後，各国はそうした地域から「出稼ぎ」あるいは「お客の労働者」としてや  

ってきた移民をどのようにして減らすか（少なくとも増加にブレーキをかけ  

るか），あるいは自分たちのコミュニティーに恒常的な形で受け人々‘Lる決断を  

すべきか，といった問題に直面するようになった。他方，同じ頃．西欧各国  

はさらに新しい形の外国人定住者が自分たちの社会で増加しつつあるのを目  

撃するようになった。その，新しいタイプの定住外国人とは，ヨーロッパ共  

同体域内各国からの移住者，ないしはEC域内の外国からやってきた長期的  

滞在者たちであった。そこにはまた，かつては城外からの出稼ぎとみなされ  

ていたのであるが，ECの拡大に伴って域内外国人となったスペインやポル  

トガル，ギリシャからやってきて住み着いている人々も含まれるようになっ  

た。  

周知のように，戦後におけるヨーロッパ統合の歩みは石炭鉄鋼共同体など  

の発足に始まF），当初はむしろ漸進的に進められてきた。しばらくのあいだ，  

国境は障壁として機能し続けたのである。しかし，各国で戦後復興が進み，  

右 独，仏，伊，それにベネルクス諸国を加えた6カ国のあいだにおける協力関  
七 係が発展していくと，国境を越えた人の往来は当然盛んになっていく。そし  

て，1968年になると，EC理事会は人，物，サービス，資本の域内の自由移  

動を原則として認めることを決定した（4つの自由移動）。その後も，「ヨー  

ロッパ規模の労働力移動促進について，特に薬剤師や商業代理人などの専門  

資格の相互承認や高等教育卒業資格の相互承認など，専門職に関わる労働力  
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の域内移動を促す合意」が形成されていった（30）。その間にECは当初の6カ  

国からイギリスやスペインなどを加えて15カ国に拡大する。   

こうした域内における人の移動は，その後もEC統合を人的に進めるもの  

として意識的に追求されていった。それをもっとも端的に表現したものがシ  

ェンゲン協定（Schengen Agreement）である。すなわち，まず西ドイツや  

フランスなど5カ国が相互の国境管理を段階的に撤廃するために1985年に協  

定を結び，相互間で人の移動に関する国境撤廃に向かって大きく踏み出した。  

さらに，それがのちにEUの基本枠組みの中に事実上組み入れられることに  

よってヨーロッパのほぼ全域に拡大される（31）。こうして経営者や専門職，研  

究者，技術者，彼らの家族，そして大学生やリタイアした年金生活者など，  

多くの人々が母国を離れ，西ヨーロッパ域内諸国各地に散らばって暮らすよ  

うになってきた。1998年のデータによると，当時のEUを構成していた15の  

国々には約1，900万人，全人口の約5パーセントに相当する定住外国人が暮ら  

しており，そのうち600万人，全人口の約1．5パーセントがEU域内出身の外  

国人であった。特にドイツ，フランス，／ヾルギh，アイルランドなどでその  

割合が高くなっている（32）。こうして，ヨーロッパの統合を目指すEC・EU  

にとっては，域内の別の国に行ってしばらく定住する，あるいは永住する加  

盟国市民をどのように処遇すべきかが，重要な課題となってきたのである。   

第3節 3種頬の「定住外国人」とECにおける議論  

ヨーロッパにおいては，アメリカの場合と同様，日本語の「定住外国人」  

にそのまま当てはまる表現はないようである。それに最も近い英語はalienで  

あるが，そこに「定住」を意味する形容詞句がつくことはあまりない。確か  

に，「長期在住外国人（long－termreSidentforeigners）」という表現も時には  

見られるが，一般的には「移民（migrants）」「††f民権のない在住者（non－  

nationals）」「外国人居住者（foreignresidents）」といった言葉が使われ，ア  

メリカ風に「非市民（non－Citizens）」という言葉も使われる。「在住非市民  

（residentnon－Citizen）」という言葉を用いているブロゾヴィックは，それを  

上記のさまざまな用語と同じ意味だと述べている（33）。しかし，参政権付与に  

関してであれ市民権付与に関してであれ，そこには何年かの居住要件が科さ  

れることが多いので，「定住外国人」という表現を用いても大きな差し障りは  
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ないであろう。なお，ここにおける定住が必ずしも永住だけを意味するもの  

ではないことはいうまでもない。  

どのような用語を川いるにせよ，問題は，EC・EUの発展に伴って，ヨ  

ーロッパにおける定住外国人の政治自勺な処遇が二つの異なったグループを作  

り出したことである。すなわち，定住外国人のあいだに二つの区分，種類が  

意識され，一部の国を除いては，それぞれに対して異なった対応がなされて  

きたのである。その2種類の定住外国人とは，大まかにはEC・EU構成国  

から米た「城内外国人」とその外の第3固から来た「域外外国人」である。  

しかし，イギリスのようなIR植民地帝国の場合には，イギリス連邦を構成す  

るカナダやオーストラリアなどの旧自治領出身白人およびアイルランド人が  

前者に加わることになる。また，同じく「城内」から来たと行っても，EC・  

EU構成国の一つに来て定住していた第3田JH身老がそこからさらに自分の  

国に移動してくることはあまり歓迎されなかった。したがって，そうした人々  

がその構成国で市民権を得てしまっていればこれを形式的に区別（差別）す  

ることはもちろんできないが，そうでなればこれを排除しようとすることに  

なる。具体的にはシュンゲン協気三が認めた国境通過の自由をこうした人々に  

は認めないということになるのである。  

こうして，平たくいってしまえば，EC・EUにおける構成国，すなわち  

仲間である国の市民権を持っている人々と，そのような市民権を持っていな  

い人々という，2種類の「定住外国人」が区別されることになる（34）。そして，  

国によっては，「仲間である国」をEC・EU諸国だけでなく自分と特別のつ  

ながりがある城外の国にも拡大して，その市民がやってきた場合にはこれを  

ひとつのカテゴリーとして独自に処遇している。イギリスのようなIU植民地  

帝国がその典型であるが，そうでなくても，文化的，地政学的な共通惟を軸  

としてさまぎまな協力関係を構築している北欧5カ国のように，EC・EU  

加盟のあるなしにかかわらず，参政権問題を含めてお互いの市民に種々の優  

云 待措置を講じているようなケースもある0結局，今l］のEUとその構成国に  

五 は，都合3種類の定住外国人が存在することになる。  

予想されるように，これら3梓類の定住外国人のあいだには，EC・EU  

および構成各国がとる政治的処遇において違いが見られる。もちろん，EC・  

EUはヨーロッパの統合をH標に，その経済的発展と政治的影響力の確保を  

目指す機構である以⊥，それが構成各国市民にまず配慮するのは理屈上当然  
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のことである。また，特に統合の程度が一段と強化されたEUは，単一の国  

家（state）とまではいえなくても，独自の意志と実行力，および領域を備え，  

民主的な運営を標接する政治体（polity）である以上，構成各国の主権性を前  

提とした上でなお、それらの国の市民を自らの市民として捉え，平等に処遇  

していこうとするのも当然である。しかし，その領域内に域外から膨大な数  

の人々がやってきて定住生活を行っているということも厳然たる事実である。  

そして，この域外からの定住者に対する向き′合い方は，EC・EUの設立三野  

念からは直接的には導き出されるものではない。今日のEUにおいては，議  

論の流れは3種類の定住外国人に対する対応を統一一する方向で進みつつはあ  

るが，それが参政権や市民権の付与問題となると，ことは構成各国の主権問  

題に関わってくるだけに，対応には大きなばらつきが出てくるのである。  

第2章 今日における外国人参政権   

第1節 外国人参政権承認の先例  

本稿では，これまで西欧イコールEC・EUのような書き方をしてきたが，  

もちろん西欧には今もってEUに加盟していない囲もあるし，初期ECの段  

階ではそこに加盟していない国の方が多かった。実際，スイスの一部の州を  

別とすると，西欧で最も早〈外国人地万参政権を認めたのは当時まだECの  

前身であるEECに未加盟のアイルランドであった（1963年）。しかし，この  

間題で後々ヨーロッパ各国に大きな影響を与えたのはスウェーデンの試みで  

あろう。スウェーデンが定住外国人参政権を認めたのは1975年のことである。  

この囲もまた，1995年になってはじめてEUに加盟したのである。   

スウェーデンが行った対応とは，すべての定住外国人に地方参政権を認め  

るという措置である。ECに加盟していないのであるから，EC市民と域外  

からの移民とを区別する根拠は存在していなかった。また，当時はまだ，1954  

年の共同労働市場結成以来緊密な協力関係を作り上げてきた北欧諸国相互間  

においても，メンバー固から来て一定期間以上住み続けている市民に何らか  

の選挙権を与えるという制度はどこの国にもみられなかった。こうして，定  

住外国人に参政権を認めるという場合，それはどの国から米た人にも，その  

人が合法的に居住している限り，すべて参政権付与の対象となったのである。   

近代に入ってからのスウェーデンは，経済的発展が始まるのが遅れ，かつ  
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てはアメリカなどに大量の移民を送り出していた。しかし，水力や鉄鋼，森  

林資源などを利用して経済が発展するようになると，今度は移民の流入国へ  

と姿を変えていった。特に，第2次大戟後の高い経済成長は労働力への需要  

を飛躍的に高め，近隣北欧諸国からだけでなく，南欧や旧ユーゴスラヴィア，  

トルコといったさまぎまな地域から移民を迎え入れた。その結果、外国生ま  

れの人（帰化した者と定住外国人）は，1970年には全人口の6．7パーセントと  

なり，80年には7．5パーセント，90年には9．2パーセント，そして200年には11．3  

パーセントに達している（35）。′ト野壊によると，国外からの移民をいずれ故国  

に帰ってい〈べき「客人労働者」と位置づけたドイツなどと違って，スウェ  

ーデンはそのような一時雇用型の移民政策をとらず，移民を「個人として市  

民と同等に扱」い，「決して労働力だけの問題とは見なさ」なかった。「移民  

は国内に住んでいる以」∴，市民と同じ社会的権利が認められるべきだと考え  

られた」のである（36）。   

もちろん，スウェーデンも無制限に外国人を受け入れてきたのではなく，  

入国管理はそれなりに厳格に行われてきた。しかし，一旦合法的な定住者と  

して受け入れた以上は，福祉政策や労働政策の面においてできるだけ本来の  

市民と同じ条件でこれを処遇しようとしたのである。そして，そのような考  

え方をさらに進めて，政治的権利の面でも定住外国人を同じ政治共同体の一  

月として扱っていく方針が打ち出された。その一つが比較的緩やかな帰化要  

件の設定である。たとえば，2003年にはおよそ6万4千人が定住目的でこの  

国に釆た一方，約3万■9千人がこの国の市民権を獲得している。しかも，ス  

ウェーデンは，定住外国人に市民権を取得するよう圧力をかけたり誘導した  

りするというようなことをするのではなく，マイノリティ文化の多様性を尊  

重する立場から，判断は個々人の自由に任せている。その結果，長期間定住  

しながらもいずれ故国に戻ろうと考えている外国人はもちろんのこと，そう  

でない者もかなりの割合が帰化を選択せず，定住外国人というステータスに  

とどまることを選択している。このような，本稿が対象とする狭義の定住外  

国人は，1970年で総人口の5．1パーセント，80年も5．1パーセント，90年には  

5．6パーセント ，2003年には5．4パーセントとなっている（37）。そして，市民権  

を取得しない定住外国人に対して，スウェーデンは1975年，地方参政権と一  

部の国民投票参加権を認めることを決定Lた。他のヨーロッパ諸国で定住外  

国人参政権問題に関する議論が大きくなるずっと前のことである。以下，主  
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としてハンマーと岡沢の研究に依拠してその内答をみてみよう（3邑）。   

スウェーデンはその中立政策を死守するという目的もあって，1950年代ま  

では外国人の政治参加に対しては厳しい態度で臨んでいた。しかし，そうし  

た態度は60年代にはいると急速に変化し，定住外国人に対しては地方参政権  

を認めるべきだという提案が早くも行われるようになっていった。そして，  

1975年にはそうした提案が現実に法案として社会民主党政権の手で同会に上  

程されるまでになった。ここで政府がそのような動きに出たのは，移民の人々  

から参政権を求める強い要一求や運動があったからではなく，あ〈までも政ご策  

判断にもとづくものであった。移民の政治的権利を研究しているレイトンー  

ヘンリーによると，「スウェーデン社会民主党のリーダーたちは，長期間定住  

する外国人に選挙権を認めなければ，それは単に代表制民主主義の原則を侵  

すことになるのみならず，自国民と移民との間の溝を広げると同時に，移民  

たちの不満・苦情がますます無視されるようになって，疎外と苦境を深刻化  

させることにな「）かねない，と思った」からだという（39）。こうして定住外国  

人に地方参政権を付与する法案が成立することになる。このとき定住外国人  

に認められたのは，地方議会での選挙権と被選挙権，それに，国民投票への  

参加権（→部例外あり）である。それも，北欧諸国出身者であろうと他のヨ  

ーロッパ諸国出身者であろうと，はたまた欧州城外諸国の出身者であろうと，  

3年間この国に居住していた者にはすべてそれらの権利を認めたのである。  

すなわち，スウェーデンによる外国人参政権承認は，ごく例外的なスイスの  

一州の場合を別とすれば，ヨーロッパで最も早い事例のひとつであるだけで  

なく，それが対象となる外国人を差別（区別）しない普遍的参政権付与であ  

ったという意味で，画期的なものであった。もちろん，選挙権，被選挙権と  

もその資格年齢はスウェーデン市民と同じである（選挙権は18歳以上）。ただ  

し，選挙権は自動的に付与されるのではなく，居住地のある選挙区において  

6月1日時点で登録しておく必要がある。   

岡沢によると，このような参政権付与の背後には，定住外国人を含むマイ 毛  
ノりティに対して「国際的連帯主義」をもって臨み，それに基づいた「包摂 二  

の論理」によって政策を方向付けようとするスウェーデンの基本姿勢がある  

という。そして，マイノリティ政策は「平等」「協同」「選択の自由」という  

3つのコンセフロトに従って作られていく。平等概念によって，マイノリティ  

の人々はマジョリティのスウェーデン市民と同等の権利義務を有するだけで  
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な〈， 独自言語を含めた文化的アイデンティティを保持する権利を認められ  

る。また，選択の自由という考え力■にもとづいて，マイノリティの人々がど  

の程度まで主流のスウェーデン文化に同化し，あるいは逆に独自文化にアイ  

デンティティを見いだすか，その程度に関して選択を主体的に行うことがで  

きる。さらに，協同の理念にもとづいて，マジョリティのスウェーデン市民  

と少数民族や定住外国人のあいだのさまぎまな協力間系が期待されるととも  

に，双方向の寛容・連帯も促進される。  

このように，スウェーデンによる外国人参政権の承認は，開かれた民主主  

義と多様性に対する寛容という深い理念に導かれたものであるが，それだけ  

にこの国の政治的伝統と長く政権を揮っていた社会民主党による精力的な検  

討作業を抜きにしては実現することが難しい事業であった。したがって，ス  

ウェーデンにおける外国人参政権実現がすぐに仝ヨーロッパに広がることは  

難しかったが，それでもい〈つかの国は，その出身国を問うことな〈，一定  

期間自国に定住しているすべての外国人に地方レベルでの参政権を認めるよ  

うになった。デンマーク（1981年），オランダ，アイルランド，ノルウェー（1985  

年），フィンランド（1991年）の5カ国がそれである。ここでは，オランダの  

事例を簡単に紹介することにする。  

オランダで最初に外国人参政権を認めたのは，ライン川河L1の大貿易港ロ  

ッテルダムである。ロッテルダムは，単に商二上業的な繁栄だけでな〈，キュ  

ービック・ハウスのような斬新な建築デザインや同性愛者に対する寛容な政  

策など，リベラルで革新的な傾向で知られ，そのために多くの外国人を引き  

つけてきた。そして，1979年，同市は彼らに区議会レベルの参政権を認めた  

のである。そして，1981年には形式上の首都・アムステルダムがこれに続く。  

オランダで人口が最も多い都市と2番臼に多い都市のこうした動きは当然の  

ことながら全国的な影響を及ぼさずにはおかなかった。こうして，外国人の  

政治参加権問題はオランダ政H引こよって取り．上げられ，地方レベルの外国人  

参政権が全土で認められるようになった（ただし，選挙権取得には5年間の  
一   
オランダ定住が要求される）。1985年のことである。また，スウェーデンのよ  

うに国民投票の権利までが認められるということはなかったが，被選挙権に  

関しては，地方レベルに限ってこれも定住外国人に与えられたのである（40）。  

このように，オランダが定住外国人に地方参政権を認めるに至った理由に  

は，18世紀にまでさかのぼるこの国の政治文化に由来する面（4⊥）もあるが，他  
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方ではもちろんそのような外国人が増加してきたというー般的な背景がある。  

この国もスウェーデン同様，外国人の定住には非常に寛容であった。政府の  

統計によると，1970年の定住外国人数は約21万人で，これは全人口の1．6パー  

セントに相当していた。その後，その数と割合は，80年で47万人（3．6パーセ  

ント），90年で64万人（4．3パーセント），そして200〔卜年には65力一人（4，1パー  

セント）とかなりの割合になっている（42）。このほかに，オランダの市民権取  

得者も多く，あるデータによると，1990年には1万3千人，2000年には5万  

人がこの国に帰化している（頼。1憶3千万近くの人口を持つ日本であれば，  

これは毎年4n万を超える外同人が市民権を得ているというレベルの話しであ  

ることを意味する。それだけオランダは外国人に対して門戸を聞いているの  

である。   

オランダ政府や各政党は，当初このように増大する移民人口に対してそれ  

ほど大きな関心を払わなかった。彼らはオランダにやってきてもそれは基本  

的には出稼ぎ的に就労するためで，比較的短期間滞在したあと再び自分たち  

の出身国に帰ってい〈と考えられていたからである。しかし，移民たちはこ  

の国に定住する方を選択し，従って移民人口は年ごとにその数を増やしてい  

くことになった。やがて，オランダ経済の底辺を支える彼らを基本的に出稼  

ぎ者として扱う枚諸には限界が見えてきた。そして，オランダ社会のなかで  

自分たちのおかれた立場に不満を感じるようになった者のなかから列車のハ  

イジャック事件など重大な事件を引き起こすものが現れるょうになるにいた  

って，オランダはこの国に定住しようとしている移民たちに対する政策を大  

きく転換することを決意するのである。   

こうして，1981年から83年にかけて，政府は一連の新しい定住外国人i攻策  

を打ち出していく。アムステル大学のベニンクスによると，これら一連の政  

策は3つの基本方針の上に打ち立てられていたという（44）。その第1は，「社会  

経済領域における平等」である。第2は，「政治領域における包摂と参加  

（inclusionandparticipation）」である。そして第3は，「オランダ憲法の枠  

内における文化的，宗教的同等性（equity）」である。こうした原則にもとづ  

く政策は，移民社会かJ〕の圧力や政党，あるいは市民団体などからの働きか  

けによって打ち出されたものではなく，政府内部で定住外国人政策の改革と  

転換が必要だとの認識が共有された結果であった。従って，政策転換は大き  

な政治的論争を呼ぶことなく行われた，というより，政治的議論になるのを  
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避ける形で行われた。   

いずれにせよ，こうした政策転摸を受けて，次々と具体的方策がとられる  

ようになった。そのうち，法的，政治的な領域では4つの重要な措置がとら  

れた。その第1は，差別禁止法（anti－discriminationlegis】ation）が強化さ  

れるとともに，差別事案の通報・和談窓Hが設置されることになった。第2  

に，1985年に5年間の居住を要件として外国人にも地方レベルでの選挙権と  

被選挙権が認められた。第3に，オランダ市民権法（国籍法）が1986年に改  

止され，出生地主義（如＝浦）の要素が強化された。オランダはもともと血  

統主義（ノ〟S5α乃g言上オタ■め）をとっていたが，少しずつ出生地主義の要素を取り  

入れ，86年にその動きを一挙に拡大し．たのである。また，この動きの延長上  

に，オランダ国籍取得者が従来の国籍も同時に保持する2重国籍の権利も1992  

年に認められるようになった（45）。第4に，マイノリティ政策の重点事業対象  

となっている少数民族の諸団体には，社会における彼らの位置に関する問題  

について発言権を保障する措置がとられた。その背景にある考え方は，移民  

団体はそのマイノリティ集団内部の個々人にとって重要であるばかりでなく，  

マイノリティと社会とを結ぶ架け橋として社会の統合にとって重要な役割を  

果たすというものである。こうして，全回レベルのものであるにせよ地方レ  

ベルのものであるにせよ，そうしたマイノリティ団体には政府から補助金が  

交付され，少数民族の二、∑場を尊重しながら社会統合を進めていく方針がとら  

れるようになったのである。   

以上にみてきたように，スウェーデンでもオランダでも，定住外国人参政  

権付与は，次々とやってくる移民たちを社会の側に統合Lていこうとする政  

策の一環として導入されたものである。Lかし，それは一方的な同化ではな  

く，彼らの独自文化や宗教を尊重し，統合の形態や程度に関する彼ら自身の  

選択権を保障することによって，あくまでも対等公平な処遇を行おうとする  

ものである。したがって，定住外国人参政権は，帰化要件の緩和や2重国籍  

の承認などとともに外国人に提供される選択肢のひとつであり，そうしたも  

のとして市民と同等の政治的権利をできるだけ保障しようとするものなので  

ある。   

主として地方レ／ヾルに限られるとはいえ，これら両国における外国人参政  

権は，選挙権のみならず被選挙権も含んだトータルなものとなっている。あ  

る調査によると，1993年の段階で，非市民の地方議員がスウェーデンでは100  
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人，オランダでは35人数えられた（46）。地方制度上の差異があるので厳密な比  

較はできないが，単純に計算するなら，スウェーデンにおける100人という数  

字は日本に置き換えてみると1，400人以卜の外国籍地方議員がいるということ  

になる。オランダの場合は，日本なら800人に相当する数の外国籍地方議員と  

いうことになる。これらの国における定住外国人の受容度を表してあまりあ  

る数字というべきであろう。  

第2節 EUにおける新しい市民概念   

スウェーデンやオランタ■など，前節で紹介した国々はすべての定住外国人  

に地方参政権を認めたのであるが，その他の国ではこれはなかなか受け入れ  

られない考え方であった。そうしたなかで，すでに述べた3種類の定住外国  

人のうち，EC・EU加盟国の市民に対しては参政権に関して積極的に対応  

しようという機運がかなり早くから生まれていた。そもそも，EECからE  

C，さらにはEUへと至る流れは，統合の最終日標がどのようなものであれ，  

実際にはヨーロッパの経済的な協力■統合のプロセスとして始まった。それ  

は，EEC，すなわち「ヨーロッパ経済共同体」という当初の名称が如実に  

示している。この経済的統合の努力が，60年代における構成各国の高い経済  

的成長とそれがもたらした相互依存の高まりに支えられて，ヨーロッパに現  

実の共同市場を形成させたのである。そして，この共同市場の成立は，城内  

貿易の拡大だけではなく，観光，留学，あるいは他国での就職など，人の移  

動を激増させた。また，交通・通信・放送技術の発展によって，各国の放送  

番組や新聞などの情報媒体が一気に国境を越えて入り乱れ始めた。   

ヨーロッパ経済共同体（EEC）がより広範な領域を包摂するヨ一口、ソパ  

共同体（EC）へと発展していくのは，単に理念や匡＝祭関係上の取F）決めと  

いった次元だけでなく，人々の生活の次元で共同社会，すなわちコミュニテ  

ィーが形成され始めたことを物語っている。そして，こうした現実を前にし  

て，この新しいコミュニティーの構成員を国籍に関係なく平等な権利主体と  

して認めていくべきだという考え方が出てくる。ヨーロッパ統合の過程で国  

境を超えた「市民権」という言葉が初めて公式に現れるのは，1976年に出さ  

れたEC公報補遺1／76，通称ティンデマンス報告書（TindemansReport）  

においてである。ティンデマンスは当時のベルギー首相で，74年にパリで開  
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かれたEC首脳会議での授権を受け，EC内協調体制の一層の深化に向けて  

各国政府と協議を行った。この努力自体は実りの多いものではなかったが，  

76年に彼が出した上記の報告書は，のちのヨーロッパ統合過程に大きなイン  

パクトを与えたのである。この報告書のなかで1彼は，ヨーロッパ人意識European  

Awareness）の醸成，統一パスポpトの導入，域内国境管理の全廃，各国の  

社会保障システムが生み出す便益の共同利刑，大学教育の共通認証評価など 

さまぎまなレベルでのヨ一口、ンパ統合の具体策を提起する一九「市民たちに  

よって構成されるヨーロッパ（EuropeoftheCitizens）」という概念を提起  

し，単一ヨーロッパの構築を呼びかけたのである（47）。   

そのときには，ティンデマンスの理想とする統一ヨーロッパがすぐに実現  

する条件はまだ整ってはいなかったが，それでも当時すでに欧州委月会（Eur－  

opeanCommission）は，EC域内から移住してきた外国人には市民的，政治  

的権利が尊重されるべきであり，特に移住者の生活に直接影響を及ぼす自治  

体の意志決定に参加することは重要課題だとして，遅くとも80年までには（域  

内出身の）外国人に地方参政権を認める必要があると考えていた（4S）。また，  

1975年にローマで開かれたEC理事会（EuropeanCouncil）が，ヨーロッパ  

議会（EuropeanParliament）議員（representatives）の選出を，各国議会  

からの代表派遣という方式から直接普通選挙権（directuniversalsuffrage）  

にもとづく選挙による方式に切り替えるとの決定を行い，それが翌年実施に  

移されたことは，統合されたヨーロッパ（この場合はEC）がある意味で各  

国の有権者個々人に直接基礎をおく政治体としての性質を持つに至ったこと  

を意味していた。ついで1984年にフランスのフォンテーヌブローで開かれた  

EC首脳会議は，ティンデマンスが提起した「市民たちによって構成される  

ヨーーロッパ」の実現を具体的に検討するための委員会を立ち上げ，他方でヨ  

ーロッパ議会は「欧州連合EuropeanUnionJ」条約を検討するプロジェクト  

を立ち上げた。さらに，1986年の「単一欧州議定書（SingleEuropeanAct＝  

によって経済や通貨の面だけでなく，ヨーロッパの政治的統合が初めて政府  

間協議の対象として淑り上げられることになったのである。   

こうした過程を経たのち，それぞれの国民としてではなく，統合ヨーロッ  

パ政治休の平等かつ均質な構成要素として各国の有権者個々人が位置づけら  

れ，その「市民権」が初めて法的地位を与えられたのは，1992年に調印され  

たマーストリヒト条約（MaastrichtTreaty）においてであった。この部分は，  
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のちに1999年のアムステルダム条約に引き継がれた。現在の条文構成ではま  

ず第1B条でEU領域内のどこでも自由に移動L居住する権利が定められてい  

る。これはEEC以来の経済的な移動の自由というコンセプトを引き継ぐも  

のである。ついで19条では，国籍（市民権を有する国）の如何に関わらず，  

EU構成国ならどこに住んでいても，市民はその地の自治体選挙における選  

挙権と被選挙権，およぴその他でEU議会議員選挙の選挙権と被選挙権を有  

することが定められている（実際に借り住んだ先の国でEU議会選挙に立候  

補して当選した例がある）。また，21条ほヨ【ロッパ議会に請願を／行い，ある  

いは欧州オンブズマンに提訴する権利を定めている。もっとも，これらの条  

文に先立って，条約第17条は，「ここに欧州連合の市民権（Citizenshipofthe  

Union）は確立した」とうたいあげたあと，すぐに「欧州連合の市民権は構成  

各国の市民権を補うものであって，それに取って代わるものではない1と続  

けている。EU域内出身の定住外国人なら国政選挙における投票権も認める  

べきだという主張を′行っていた条約締結当時のフランスの政権与党・社会党  

なども，国民投票での敗北をおそれてその主張を引っ込めてしまった。した  

がって，EU‾市民権はその内谷においてまだ不完全なものではある。しかし，  

それでも定住外国人に一定の参l改植が保障されたことの意味ほ大きいと言わ  

なければならないであろう（49）   

なお，地方選単における被選挙権については，ポーランドやバルト諸国な  

どが加盟を認められてEUが拡大する前の2003年時点で，18の構成国のうち  

10ヵ国では市長や副市長など，一定の役職については外匡I人の立候補が認め  

られていなかった。ただし，そのうちのベルギーは，2006年からこうLた制  

限を廃止することになっている。また，固の上院議員が地方議員などによる  

間接選挙で選ばれるフランスでは，外国人が地方議月選挙で当選しても，上  

院議員選出権だけは認められていない（議員の互選で選ばれる市長にも就任  

不可）。   

自治体の選挙権や被選挙権を取得するために必要とする居住年限は国によ  

ってまちまちであり，外国人登録をすれば自動的に有権者名簿に登録される  

ところから，ギリシャのように10年もの居仲を要するところまでさまぎまで  

ある。このほかにも，被選挙権を行使するためには別の国で公職に就いてい  

ないことを宣言，ないしは証明することが求められる囲もある（50）。しかし，  

こうした制限はあるものの，EU議会・選挙の投票権はもちろんのこと，地方  
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参政権の基本的な部分はどの国でも法的に保障されており，ドイツなどいく  

つかの国では，それを保障するための憲法改正まで行われたのである（51）。  

ただ，法的な権利付与は直ちにその権利の有効な行使に導くものでないこ  

とにも注意しなければならない。たとえば，フランスやギリシャなどいくつ  

かの国では，ヨーロッパ議会選挙の6ヶ月から15ヶ月も前に定住外国人有権  

者登録をしておかなければならないため，いぎ選挙が近づいてきても未登録  

で投票できないという人が続出している。また，ドイツのように，投票に関  

する情報提供がほとんどないままになっていると非難されている国もある（5Z）。  

また，本国から離れて定住するそうしたEU市民の側でも選挙権に対する関  

心は必ずしも高くはない。したがって，彼らの投票率は低迷したままである。  

たとえば，1992年の欧州議会選挙においては，ドイツ定住のEU域内出身有  

資格者のうち実際に投票したのはわずか2．1パーセント，フランスでは4．9パ  

ーセント，イタリアでは9．2パーセントに過ぎなかった（53）。EU市民権が人々  

の意識の中に根を下ろすまでにはまだ時間がかかるということであろう。た  

だ，ヨーロッパ統合の歩みが紆余曲折を経ながらも長期的には着実に前進し  

てきたことをみるなら，EU市民権も少しずつ定着していくことはほぼ確実  

だと思われる。実際，Eし域内出身定住外国人は，地方参政権や欧州議会選  

挙の選挙権だけではなく，福祉諸施策の受給権などさまぎまな側面において  

も居住地の国民と同等の権利を保障されているのであり，そのことを通じて  

いわば日常生活のレベルでその地の市民社会に統合されつつあるのである。   

第3節 欧州評議会の取り組み  

構成メンバー匡］出身定住外国人の参政権には熱心なEUも，域外諸国から  

やってきた定住外国人についてはあまり配慮をめぐらせてきたとはいえない。  

それどころか，マいストリヒト条約が城内出身定住外国人に地方参政権など  

を保障したことは，実際問題としては定住外国人の間の処遇にみられる城内  

出身者と域外出身者との格差を一段と拡大したとすらいえる。そもそも，域  

外出身の外国人にはシュンゲン条約が発効したあとも定住国以外のEU構成  

国に移動する自由さえ保障されてはいないのである。もちろん，域外出身者  

といっても，かつての植民地関係などからIH宗主国に米て定住している人々  

は，その旧宗主国のなかでは一般の域外出身者とは追って何らかの優遇措置  
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を享受できる場合がある。従って，政治的にもっとも弱い立場におかれるの  

は，旧宗主国とのつながりを持たない域外出身者ということになろう。   

このような，いわば純然たる域外からの出身者にも選挙権を認めるべきだ  

という意見は，もちろん早くからあちこちで見られた。そして，実際にスウ  

ェーデンをはじめとする北欧諸国やオランダのような団が，70年代から80年  

代中庸にかけて地方参政権をすべての国の出身者を対象に承認したことはす  

でに見たとおりである。しかし，そのあとに続く国はなかなか現れなかった。  

またEU自体もこの問題で積極的に動くことはなかった。域外出身者にも参  

政権を付与すべしとの主張は，どこでも根強い反対に出会っていたからであ  

る。   

そうしたなかで，近年欧州評議会（CouncilofEurope，欧州審議会などと  

も訳される）がこの間題で積極的な姿勢を見せ始めたことは注目される。欧  

州評議会は1949年に設立きれ，現在40のヨーロッパ諸国が加盟している国際  

機関で，文化政策や人権問題などにおける相互協力に取り組んできた。この  

欧州評議会は閣僚委員会や欧州人権裁判所などの機関をもっているが，そう  

した機関の一つで各国の同会議月代表である代議月が構成する議員会議（Par－  

1iamentaryAsscmbly）が，すべての外国人に参政権を保障するよう，構成  

各国に対して2001年に勧告を出したのである（54）。   

そのなかで議員会議は，合法的に屏住する外国人（non－Citizens）の存在は  

ヨーロッパ各国社会の永続的な構成要素（permanentfeaしure）であr），しか  

も彼らの数は今後も増加していくと指摘したうえで，「ヨーロッパにおける人  

権（humanrights）は国籍や出身国の如何に関わりなく尊重されなければな  

らない」と述べる。そして，外国人の有二在は社会と我々の口常生活を豊かな  

ものにしてくれるのであり，これを肯定的に捉えるべきものなのだとの見解  

を示しつつ，彼らも国民と同等の資格で政治過程に参加することこそ民主主  

義の正統性を満たすものだと主張する。もちろん だからといって議員会議  

はすべての面において外国人にもそれぞれの囲の市民と全く同等の権利を与  

えるべきだと主張しているわけではない。同会議も，いくつかの権利は市民  

権を持つ者だけがこれを享受できるものであることを認めている。そもそも  

市民権の取得自体が制限の対象となりうるのである。   

同議会も指摘するように，定住外国人，特に合法的な移比たちは，経済や  

教育，社会福祉などの面ではこれまでにそれぞれの社会に統合されてきたの  
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であるが，それにもかかわらず，政治面での彼らの参加は各国で激しい議論  

の対象になってきた。すなわち，参政権付与には根強い反対論があるのであ  

る。しかし，同会議によれば，定住外国人が政治的な決定過程に参加するこ  

とは彼らの統合一般をイ足進することになるのであー），また，その国の社会に  

おける市民権を有する者と有しない者双方にと／ノて利益となるような調和の  

とれた共生（harmoniousco－eXistence）を容易にするのである。会議は，こ  

のような認識にもとづいて，欧州評議会の閣僚委員会に対していくつかの具  

体的な行動を迫った。  

その第一は，いかなる国や地域の出身者であっても，合法的な移民に対し  

ては全月に地方選挙における選挙権と被選挙権を付与する，という観点に立  

ちつつ，定住非市民の処遇，とりわけすべてのレベルにおiナる政治的参加に  

関わる処遇について望ましい最小限の墓碑とはどのようなものか今一度検討  

すること，そして，加盟各国政府にその実現に向けたしかるべき措置をとる  

よう働きかけること，というものである。そして第二に，移民社会の代表も  

参加できるような形でこの間題に関する経験と情報を加盟各国が交換する場  

を設けるよう勧告している。そして，合法的な移民には各国政府が少なくと  

も3年以内に地方レベルでの選挙権と被選挙権を認めるよう，強く促すこと  

を求めている。  

第4節 主な国の状況  

1．概 要  

このように外国人参政権に対して欧州評議会は積極的であるが，その勧告  

が各国で実地に移されるのはそれほど容易なことではないようである。この  

勧告のあとに地方参政権をすべての定住外国人に認めたのは，2004年の第5  

次拡大で新たにEUに加盟した若十の国を別とすれば，今のところ2002年の  

二） アイスランドと2004年のベルギーだけである。実際，フランス語系市民（フ  

ラマン人）とオランダ語系市民（フレンデレン人），それに一部ドイツ系市民  

によって構成される多民族国家・ベルギーは，欧州評議会の勧告が出る何年  

も前から外国人参政権導入の動きを見せていたが，そのベルギーにおいてさ  

え反対の声は依然強く，参政権付与を旨とする法律の導入は困難を極めた（55）。  
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そして，2002年には一度議会で否決されている。最終的に参政権付与の法案  

が採決されたときでも，参政権付与に抵抗感の強かったオランダ語系の場合  

には，少数派の社会党以外はすべての党が反対票を投じたほどである（56）。こ  

こで，まだ外国人の地方参政権を一般的には認めていない主な国々について，  

それぞれの状況を簡単に見ておこう。  

2．イギリス  

まず取㌢）上げるのはイギリスである。イギリスには，20世紀末の時点でイ  

ンドからの移民が69万人，パキスタンからの移民が41万人，西インド諸島か  

らの移住者が55万人それぞれ居住しており，ヨ一口ッ′ヾの他の国では日立つ  

ことの多い北アフリカ，トルコ，lロユーゴスラヴィアなどからの移民は少数  

である（57）。しかも，こうした旧植民地諸国からの有色人種に対しては，イギ  

リスは移民法によってその流人を厳しく制限する一方で，一旦入国してしま  

った旧大英帝国「臣民」たちには「参政権や二重国籍の承認，形式的にも実  

質的にも緩やかな帰化の要件」を付与することによって，本国の「臣民」（日  

本語の慣用的表現をとるならイギリス国民）とほぼ同等の資格と処遇を与え  

てきたのである（58）。したがって，彼らに関しては本稿が対象としている定住  

外国人参政権という問題は本来生じない。彼らはイギリスの場合には市民権  

をとってしまうか，コモンウエルス加盟国市民（旧イギリス連邦諸国籍を有  

する，昔の大英帝国臣民にほぼ相当）としてイギリス国民同様の参政権（地  

力参政権のみならず国政レベルの参政権も）を認められるからである。また，  

l口大英帝国に属してはいたが，現在はコモンウエルスから離脱している隣国・  

アイルランド共和国の市民もコモンウエルス加盟国市民同様，イギリスに定  

住すればすべてのレベルで選挙権と被選挙権をともに認められる。この点に  

ついては後ほどもう→度立ち返る。   

なお，コモンウエルス市民というカテゴリーは実はいくつにも分化してお こ  

り，それらの一つ一つが国籍に関する法令と入国管理政策に関する法令（移 ち  

民法）のそれぞれにおいて微妙に異なった処遇を受けているなど，複雑を極  

めていることに注意しなければならない（59）。力久が述べているように，「イギ  

リスにおいてコモンウエルス加盟国市民やアイルランド市民の参政権か認め  

られているのは，イギリス臣民と『外国人』を区別するコモン・ローおよび  
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国籍法の二分法が，長い年月を経て今日に至るまで基本的に選挙制度の中に  

生きているから」である（60）。   

いずれにせよ，以上のような事情があるため，外国人参政権が問題となる  

のは他のヨーロッパ諸国や旧人英帝国領域以外の国々からやってきた外国人  

とその子孫ということになる．〕国外（あるいは1口植民地以外）からやってき  

て定住している「市民権のない定住者（non－nationals）」，すなわち定住外国  

人の数はドイツでは750フナ人，人「］の10パーセント近くにのばるのに対して，  

イギリスではずっと少なくて212万人，全人［1の4パーセントを占めているに  

すぎない（61）。今［1ではイギリスの人種・民族構成は実に多様になっていて，  

有色人種がBBCのニュース・キャスターとして登場したり，インドやアフ  

リカなどの民族衣装を身にまとった人を街角で見かけたりすることも日常的  

な光景なってきているが，実はその多くは狭義のイギリス1市民であるか，定  

住資格も参政権も認められたコモンウェルス加盟国市民なのである。   

では，そのどちらでもない，いわば純然たる外国人はどのような処遇を受  

けるのであろうか。これは当該外国人がEU構成国出身であるかEU域外の  

国の出身であるかによって大きく異なる。まず，EU構成国出身外国人の場  

合には，マーストリヒト条約（現在はアムステルダム条約）の規定にもとづ  

いて，地方レベルでの選挙権および被選挙権を認められている。それだけで  

なく，ブレア政権の分権政策によって創設されたスコットランド議会および  

ウェールズ議会の選挙権も認められているし，やはり同政権の努力で機能を  

回復した北アイルランド議会選挙でも投票できる。だが，EU域内出身者の  

参政権はそのレベルまでで，コモンウェルス構成国出身者のような国政レベ  

ルでの参政権が認められているわけではない。   

しかし，スペンサーが指摘するように，イギリスがその軸足を旧大英帝国  

から統合ヨーロッパヘと移すにつれ，コモンウェルス諸国出身者の立場とE  

U諸国出身者の立場は逆転しつつある（62）。確かに，コモンウェルス市民の場  

合には入国さへ認められれば短期在住であっても国政選挙に参加できるのだ  

から，政治的権利の面ではEU市民との逆転はまだ生じていないともいえる。  

しかし，かつては純然たる外国人として厳格な入国管理に服していたEU城  

内の諸国民は，域内移動自由の原則に従ってECの時代からイギリスヘの入  

国だけでなく居住も自由なのである（63）。これに対して，戦後カリブ海地域や  

インド亜大陸からの有色人棟の移民が増加するにつれ，コモンウェルス諸国  
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出身者の国内定住には厳しいRが向けられるようになった。そして，1962年  

のコモンウェルス諸国民移民法（TheCommonwealthImmigrationAct）  

以降，旧大英帝国地域からやってきてイギリスに定住することは非常に困難  

となった。実際には，こうした制限強化措置の仕■Lげを意味する1981年イギ  

リス国籍法（TheBritishNationalityAct）の下でさえ例外措置や抜け道は  

まだ残されているとはいえ，イギリスはもはやコモンウェルス，すなわち旧  

大英帝国地域の人々に開かれた国ではなくなっているのである。そのうえ，  

EU諸国の市民がイギリスの国境を通常は自由に出入「）して経済を始めさま  

ざまな分野で活動を続けられるのに対して，コモンウェルス市民にはイギリ  

ス国籍を取得しない限り国境通過の自由は与えられていない。こうして，E  

U諸国出身者は今や実質的にイギリスでもっとも恵まれた外国人となってい  

るのである。   

ただし，同じ旧大英帝国臣民としての歴史を持つといっても，アイルラン  

ド共利回市民はこうした「逆転」現象とは無縁である。アイルランド島の住  

民は元来ゲルマン諸民族がやってくる以前からヨーロッパに先住していたと  

いわれるケルト系の人々である。また，宗教もカトリックが主であった。そ  

こに12世紀頃からイギリスが侵入を始め，1801年には止式に併合されて「大  

ブt）テン・アイルランド連合王国」の一部となった。従って，この時以来，  

アイルランド人は植民地・属領市民ではなく，法的にはイギリス臣民となっ  

たのである。そグ）後，アイルランド人のあいだでは独立運動が高まり．1922  

年にアイルランド自由国としてイギリス連邦内の自治領となった（北部の北  

アイルランド地域はプロテスタントが多いのでイギリスに残留）。そ・して，1949  

年にはそのイギリス連邦からも脱退し，アイルランド共和国として完全な独  

立国となった。   

この時点，でアイルランド人は本来ならI日大英帝国臣民がイギリス国内で  

享受していたあらゆる権利を喪失したはずである。ところが，イギリスは1948  

年国籍法で独立後のアイルランド国民に特別な待遇を与える措置をとり，イ  

ギリスに居住するアイルランド市民は国政レベルの参政権を含めてイギリス  

国民同様の権利を有し続けることとなったのである。イギリスは，アイルラ  

ンドとの長い結びつきや両国民がそれぞれ多数相手軌こ居住し，往来もこと  

のほか頻繁であるという理由で，彼らに内国待遇を与えることが妥当との判  

断を下したのである（64）。そして，このような内国待遇は1973年にイギリス，  
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アイルランド両国がともにECに加盟したあとも維持され，今Flに至ってい  

る。ここで，参政権とは選挙権のみならず被選挙権も意味していることを改  

めて想起すべきである。そして，この被選挙権は単に象徴的な意味以上のも  

のを持っている。   

実際，イギリス議会（下院）には，アイルランド人国会議員の院内グルー  

プ「国会内アイルランド人同胞会（TheIrishinBritainAssociateParliamen－  

taryGroup）」が活動しており，親陣と連携をはかっている。また，同趣旨の  

アイルランド人議員会はロンドン市議会など自治体レベルにも見られる。と  

いうことは，EU諸国民が城内の他国で地方参政権を一律に認められたあと  

でも，アイルランド共和国市民だけが他のEU諸国民よりも格段に大きな権  

利を享受，それを実際に行使しているということを意味する。1985年にアイ  

ルランド共和国市民参政権問題を研究した渡辺は，イギリスにおけるアイル  

ランド人参政権が将来も維持できるかどうかは予断を許さないが，もし維持  

されるとするなら，それは英愛両国のあいだの密接な関係と，欧州統一一の進  

展によるその深化によってもたらされるのではないか，と推測しているが65），  

やはりアイルランド市民にたいする特別待遇はそれだけでは説明のつかない，  

別の考慮にもとづいているというべきであろう。それは，おそらくイギリス  

に特徴的なプラグマティックな理由だと思われる。少なくとも，過去の植民  

地的支配に対する償いや頗罪の意味を込めたものでないことだけは確かであ  

る。イギリスには過去の大規模な植民地支配に対して謝罪すべきだとの議論  

はあまりないからである。この問題については，日本における在日韓国・朝  

鮮人の参政権問題との比較という点からも今後改めて検討していきたい。   

このように，コモンウェルス市民，EU域内出身外国人，アイルランド共  

和国市民のそれぞれが個別に政治的権利を認められているのに対し，EU城  

外からやってきた外国人はどのように処遇されているのであろうか。答えは  

簡単で，彼らには参政権は全く認められていない。確かに，イギリスにもこ  

うした純然たる「外国人（alien）」にも参政権，特に地方レベルのそれを認め  

るべきだとする意見があり，学会でもその方向での研究が行われているが，  

政治的にはこうした意見がくみ上げられる可能性はまだ小さい。1990年代初  

頭に行われた世論調査によると，当時外国人参政権に賛成する有権者の割合  

は3割ほどしかなかった。しかも，実際には参政権を有しているEC加盟国  

（当時）市民やアイルランド共和国市民，コモンウェルス構成国市民の参政  
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権についてすら，約3分の2の有権者は否定的だったのである（66）。こうした  

状況の卜では，事態を変えるにはオランダの場合のように政治エリートや官  

僚など政策ネ・ソトワークが機能する必要があるが，今のところその動きはあ  

まり軋られないのである。イギりスで普遍的な外国人参政権が実現するまで  

には，今しばらく時間を必要とするであろう。  

3．フランス  

外国人に対して若干イギリスと似た態度を見せる一方で，アメリカ的な要  

素も併せ持つのがフランスである。フランスもEU域外からの外国人に対し  

てはいかなるレベルの参政権も認めていない。しかし，外国人参政権という  

レベルにおいてではないが，かつて支配したアルジェリア出身者に関しては  

特別の措置をとっている。すなわち，フランスから見ると，アルジェリアは  

1962年の独立まで，200年以上にわたって植民地ではなくフランス本国の一部  

であった。そこには300力‾人を超えるフランス人が入植し，その位置はイギリ  

スにおけるアイルランドとほぼ同じだったのである。そのため，フランスは  

62年以前にアルジェリア（つまり当時のフランス）で生まれたアルジェリア  

人が現在のフランスに来て子供をもうけた場合には，その子供には自動的に  

フランス国籍を認めているのである（67）。   

アメリカ的な要素も併せ持つ，というのは，フランスもまた国策として多  

くの移民を受け入れてきたためである。特に，経済発展から来る労働力不足  

だけでなく，一時人口がi成少に転じかけたことから，就労ビザの発給といっ  

た次元にとどまらず，定住を希望する老にはかなり緩やかな帰化要件で対応  

してきた。また，帰化手続きではなく，出生地主義の市民権付与もフランス  

の移民国家的色彩を一層濃いものにしてきた。もっとも，その出生地主義は  

アメリカのようにただ主権の及ぶ空間で生まれれば無条件に市民権を認める  

というのではなく，フランスで外国人の両親の間に生まれた子供がさらに国  

内で子供をもうけた場合，その第三世代の子供（すなわち孫）には自動的に  

市民権を与えるというものである（加重出生地主義）。いずれにせよ，アメリ  

カ同様フランスもその市民権は外国人にかなり開かれたものであることから，  

市民権を取得しないままでこの団に居住し続ける者にまで参政権を付与する  

ことには抵抗が大きく，EU域内出身外国人に地力参政権を認めることすら，  
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それが域外出身者への参政権拡大につながるとの理由で保守派から激しい抵  

抗を受けたのである。しかも，ニの国の憲法裁判所である憲法院は，1992年  

にEU市民への地方参政権保障を含むマーストリヒト条約のいくつかの部分  

をフランス憲法違反と判断したのである（68）。   

ただ，憲法院の判断自体は外国人への地方参政権を一般的に違憲としたの  

ではなく，フランスでは国の上院（元老院）議員選出が地方議員などによる  

間接選挙で行われるため，地方選挙への外国人の立候補は国家主権行使への  

参加につながるので違憲だとするものであった。従って，ミッテラン政権は  

マーストリヒト条約の批准を可能とするために，外国人には地方レベルの選  

挙権は認めるが，被選挙権は認めないという形で憲法改正に踏み切ることに  

した。ただ，その際，社会党の年来の主張に従って，地方選挙植付与の対象  

は「外国人」とのみ表記して，EU以外からの山身老にも地方政治参加への  

道を開こうと試みた。しかし，EU域外出身者への参政権付与には，保守派  

のみならず中道派も反対で，ミッテラン政権下で上述の憲法改止が行われた  

際，地方参政権は「EU市民のみに付与する」と，わぎわぎそれ以外のもの  

にはこれを認めないという趣旨の表現を盛†）込ませたほどである。連立を構  

成する社会党以外の左翼陣営も本来は普遍的な外国人参政権に好意的であっ  

たが，結局憲法改止を実現するためにEU域内出身市民と城外出身者とのあ  

いだに明確な差別的待遇を制度化する，そのような条文を認めざるを得なか  

ったのである（69）。．こうしてフランスでほEU城外からの外国人に参政権を付  

与する道は当面閉ぎされたというべきであろう。外国人参政権問題に関する  

議論は依然続いてはいるが，ミッテラン政権の跡を継いだシラク政権が，こ  

の問題に対して保守陣営がそれまで見せていた消極的態度を変えるとも思わ  

れない。   

しかしながら，ここで注意すべきは，そのことは直ちに定住外国人がこの  

国で政治的には全くの無権利状態におかれているということを意味しはしな  

いということである。この点について，欧州評議会のレポートからその状況  

を概観してみよう（70）。それによると，フランスでは教育委員会（Comitedel’  

instrution），労働組合．社会福祉協議会（commissiondelasecuritesociale）．  

公営住宅運営委員会（commissionpourlahabitation哀loyer moder6）と  

いった非常に広範囲にわたる領域で外国人が委員や理事に克イ酎甫し，またそ  

れらの選挙に参加することが認められている。 また，そのほかにも，移民や  
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外国人にとっての重要問題を扱う協議機関（organeconsultant）が数多くも  

うけられている。そのなかでも最も重要な機関は，全国定住外国人統合評議  

会（LeConseilNationalpourlaInt短rationdelaPopulationlmmigrante，  

CNIPI）である。この機関は，1984年から活動していたそれまでの全国定住  

外国人評議会（LeConseilNationaldelaPopulationImmigrante）を改組  

したものである。統合評議会は労働・社会連帯大臣（LeMinistreduTravail  

etlaSolidarite）が主催し，また同大臣にその活動について報告する義務を  

負う。大臣はまた，移民の受け入れやその生活環境などに関する問題ついて  

同協議会に諮問することができる。他方，評議会は大臣の求めに応じてこう  

した問題で移民社会と行政機関の間などを仲介するが，同時に独自の勧告を  

行うこともできる。この評議会を構成するのは60人の委員であるが，そのう  

ち14人は移民（定住外国人）がつくっている諸組織の代表者たちで，別の14  

人は労働組合代表，7人は定住外国人の地域社会への統合を進める事業に携  

わっている人々，もう7人が組織や政府機関から独立した専門家たちである。  

また，各省けから送ー）込まれてくる委員は7人，この分野で活動しているN  

POなどの代表が残り5人である。   

フランスはまた，1970年から90年にかけて，定住外国人の要望や意見を地  

方レベルで反映させるために，地方議会ごとに外国人準議員（conseillerassoci6）  

という特別職を選出するという独特の制度を導入しようとした。準議員の数  

は，各自治体の外国人居住者数に応じて決まる。このような準議員は諮問的  

存在であー），議会での発言権や投票権を持つものではない。ただ，この制度  

を採用した自治体はこれまでのところ2つだけで，このような迂回的方法で  

外国人参政権に対するフランス社会の受容度を高めようとする試みは成功に  

はほど遠い状態にある。EU市民の場合にはやむを得ないとしても，参政権  

問題となるとやはりフランスでは市民権保持者に限定すべきだという考え方  

が依然として強いのである。  

4．イタリア  

次に，主としてマリとエンヴュロイツアーの研究に依拠しながらイタリア  

の状況について見てみよう（7‖。イタリアはかつては南北アメリカなど海外に  

大量の移民を送り出していた。ところが，戦後の経済発展にともない、1970  
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年代になると逆に当時のEC外から外国人労働者が流入してくるという，そ  

れまでこの国が経験したことのない現象が現れるようになった。そして，職  

を求めて単身でこの固にわたってきた外国人が家族を呼び寄せるようになー），  

さらにはそうした外国人の家族がこの凶で子供をもうけるようになると，彼  

らは短期的な出稼ぎ者などではな〈，移民として社会に根を下ろす存在であ  

ることが誰の目にも明らかとなった。   

こうした事態を受けて，イタリア政府はそれまで警察行政の対象でしかな  

かった移民の社会参加け統合を目的とする政策を打ち出すようになった。ま  

ず，1986年の立法は，定住外国人が一定の範囲においてではあるが労働組合  

や地方行政機関に参加する道を開いた。それまでケ＝司人労働省たちは何ら法  

的な保護を受けることもなく，低賃金で劣悪な労働環境で働き，しばしば違  

法な雇用形態に甘んじていたが，これ以後は次第に労働組合に正式登録され  

るようになり，それとともにその権利を保障されるようになっていった。労  

働組合は，行政機関の対応が不卜分な領域で彼らに援助の手をさLのべるこ  

とによって，彼らに間接的な形で政治参加のチャンネルを提供Lたのである。  

また，この法律以後，地‘芳日清休も定拝外国人のための窓LIを開くようにな  

っていった。   

定住外国人の処遇を改善する上で次に大きな役割を果たしたのは，通常マ  

ルテリ法（Martelli’sAct）と呼ばれる1990年の法律である。この法律が主と  

して対象とするのは外国人の地位と滞在条件についてであるか，本稿の趣旨  

から見て重要なのは，同法か地ノブレベルに定住外国人との協議機関（con－  

sultativebodiesonimmigration）を設置し，地域社会への彼らの統合促進  

に関わる諸問題を討議するフォーラムとLて機能させるよう求めていること  

である。このような協議機関は，基礎的自治体（日本のlわ‾町村に相当）レベ  

ルだけでなく，県や州のレベルでも設置されることになっておr），移民グル  

ープの代表を必ず入れることと明記されているt、また、同様の機関は国レベ  

ルにも設置され 全国経済・労働諮問会議（the NationalEconomic arld  

LabourCouncil）がその運営を調整することになった。もっとも，こうして  

導入された協議機関は，イタリア社会の側にとっても定住外国人たちにとっ  

ても十分その期待に応えるものではなかった。というのも，設帯された機関  

が非能率的で，また外国人代表の選びプ／（任命制）に偏i）や不透明感がつき  

まとったからである。  
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こうした批判に応えて，いくつかの州や自治体は定住外国人の声をよりよ  

くすくい上げるべく，大きく分けて二つの方策を打ち出した。その一つは協  

議機関の外国人代表を選挙で選ぶ方式であー），もう一つはフランスで考えら  

れたような，地方議会に準議員のポストを設け，地域社会の外国人が選挙で  

その議員を選ぶというものである。第一の方式を採用したのはトリノやパド  

ヴ7といった自治体である。こうした新しい試みも，外国人を選挙の母体と  

して組織することの難しさやそもそも誰をどのような人種・民族グループに  

入れるかといった入り口での困難があるために，当の外国人自身があまり関  

心を持たないという問題を抱えている。）それでも，トリノやパドヴ7といっ  

た大きな都市が福祉や医蝶，外匝†人の雇月」，公営住宅といった広範な分野で  

地域lこ住む外国人の声を反映させる制度的措置をとったことの意味は大きい  

ようである。   

これに対して，いくつかの州や白子≠†体では，外国人によって選挙される代  

表を議会に参加させるという方式を採用した。このような代表には議決権は  

ないが，フランスの場合と違って議場での発言権は認められている。このよ  

うな準議員は，イタ））アでは「外国人付加議員（AdditionalForeign Coun－  

cilor）」とよばれている。当初このような付加議員制度を導入したのは中小の  

都市や非大都市部の州であったが，21〕04年の3月には首都ローマ市が付加議  

員選挙を実施するに及んで大きな注臼を集めるようになった。3月28日に行  

われたローマの付加議員選挙には，ルーマニア人の法学部学生，パキスタン  

人実業家，ウクライナ人の看護婦といった多様な民族的／ヾックグラウンドと  

職業を持つ約50人が立候補し，20の議席を目指して選挙運動を繰り広げた。  

選挙の有権者は合法的な滞在資格を持つ在住外国人であるが，それだけでは  

なく，彼らは事前に有権者登録をしておくことが求められる。ローマで実際  

に有権者登録をした外国人は約3力■人であった。外国人たちのあいだには，  

付加議月選挙権が完全な地方参政権につながることを期待するという声が大  

きかったという（72）。   

もっとも，イタリアでも，たとえ地方レベルに限定したとしても，外国人  

に普遍的な参政権を認めることには抵抗が大きく，参政権は市民権と不可分  

であるというどの国にも見られる反対論だけでなく，かつて移民としてアメ  

リカやアルゼンチンに行き，そこに住んでいる「イタリア人とその子孫」に  

はイタリアの参政権がないのに，全くの外国人が参政権を持つなどもっての  
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ほか，という特殊イタリア的な反対論も見られる。とくに，ベルルスコーニ  

政権を構成する連立与党の一つ・北部同盟は，貧しくて遅れた南イタリアか  

ら北部を切り離してイタリアを連邦制にせよとの主張をするほどであるから，  

排外主義的色彩が強く，ベルルスコーこ政権が外国人参政権法案を出そうと  

すれば連立から離脱して内閣を倒すと連立政権内部から脅したこともある。  

また，イタリアの長い海岸線をねらって次々と不法移民が押し寄せてくる現  

状を前に，世論も参政権付与にあまり好意的とはいえない。イタリアでも外  

国人の地方参政権実現には障害が多いのである。  

5．ドイツ  

最後にドイツの状況を見ることにしよう。第一次大戦の敗北で植民地をす  

べて失ったドイツでは，外国人参政権の問題が生じるのはイタリアと同じく  

EU域内出身外国人と域外出身外国人の二つのカテゴリーについてだけであ  

るはずだが，実はドイツにはもうーつ別の特殊ドイツ的な，外国人ならぎる  

外国人，すなわち国籍上は外国の市民であるような「ドイツ人」という第4  

のカテゴリーが存在する。ただ，この特殊なカテゴリーの問題を十分理解す  

るためにはドイツ近代史を深くさかのぼらなければならないので，本稿では  

必要な限りにおいてのみ触れることにする。なお，再統一以前のドイツにっ  

いては西ドイツのみを対象とするが，本稿ではドイツという統一名称を用い  

て，西ドイツという名前は特に用いない。  

周知のように，戦後のドイツは両大戦の惨禍を引き起こしたという反省か  

らフランスなど西欧諸国との融和に努め，EUに至るヨーロッパ統合を積極  

的に推進Lた。その結果，ドイツ経済の復興とも相まって，ものや資本だけ  

でなく人の面でもドイツは西欧諸国に開かれた国となった。NATOの関係  

でこの国に駐留する外国軍人を別としても，戦後のドイツには数多くのEC・  

二 EU構成国市民が長期にわたって住み着くようになったのである。国境管理  

室 の撤廃を約したシェンゲン協定の「シェンゲン」という呼称が，この協定が  

結ばれたドイツのノトさなまちの名前をとったものであるという事実は，戦後  

ドイツのこの「ヨーロッパへの開放性」を象徴するものといえる。  

他方、戦後ドイツが，経済の高度成長を支えるためにトルコや旧ユーゴス  

ラヴイアなどEC・EU域外から大量の労働者を導入したことはよく知られ  
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ている。ドイツでは，こうした域外からの労働者は一時的な出稼ぎに束るだ  

けで，ある程度金を稼いだあとはまた自分たちの国に戻っていくものと考え  

られ，かつまたそれが期待されていた0「客人労働者（Gustarbeiter）」と才、う  

彼らに与えられた呼称は，ドイツにおける外国人労働者の位置づけをよく物  

語っている。しかしながら，こうした外国人たちは，ドイツ側の予想と期待  

に反して，10年，20年とこの国に住み続け，本国から家族を呼び寄せ，子供  

をもうけ，ドイツ社会に定住していった。すでに述べたように，こうした定  

住外国人の数は700万を超えて，ドイツの人口の9パーセントにのばっている。  

それでもドイツの社会とその政府は，「ドイツは断じて移民国家などにはなっ  

ていない（DeutschlantistkeinEinwanderungslandGeworden）」を合い言  

草に，彼らを「移民」と呼ぶことをかたくなに拒み続けてきた。そこには，  

ドイツ国家の成り立ちに関する民族主義的な理解の什方がある。   

すなわち，ドイツは「民族によって定義きれた国家（ethnically defined  

nation）」であり，従って「ドイツ民族の血と文化の遺産を持たない者は，ド  

イツを訪れることはできてもこの国にとどまり続けることは許されない」と  

いう考え方（73）がそれである。あるいは，ドイツは「市民国家（civic nation，  

btirgerlichNation）」に対立するものとしてのr民族的国家（ethnicnation，  

ethnischNation）」であると自らを定義しているともいえよう（74）。その背景  

には■「近代的なネイション意識に基づく国民国家秩序と『ドイツ』概念との  

不整合」という，ドイツ近代史をしばしば暴力的に揺るがせた根深い問題が  

ある（75）。すなわち，プロシャによるドイツ「統一」以後も，ドイツ語（その  

外延をどこに画するかということ自体論争的な問題だが）を話す人々という  

意味でドイツ人を捉えるとしても，そうした人々はスイスやオー∵ストIjアは  

もとより，ロシアからバルカンに至るドイツ東方地域に多数散在しており，  

さらには言葉の上ではかなり「現地化」しても文化の上ではなおも「ドイツ  

的」であったり，遠い先祖にドイツからの移住者を持っていたりというよう  

な人々も少なくない0 しかし，そのすべてが「ドイツ人」なのである0個人 豆  
は「神秘的な本質によって，一つのフォルク（Volk）的民族に結びつけられ こ  

ている」と考えるこの「ドイツロマン主義的概念」によって，「ドイツの言語  

と人民の『純粋性』を結びつける思想が生じた」のである（76）。そして，現実  

のドイツ「国家」とドイツ「民族」のあいだに広がるこの大きなギャッ70が  

歴史上さまざまな政治的激情と野望を生み出し，それがまた「ドイツ国家」  
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の国民意識に逆流して，「ドイツ民族」へのこだわりをさらに強めてきたので  

ある。  

実際，戦後ドイツの憲法であるボン基本法における「国民（Volk）」とは「ド  

イツ人」のことであり，ドイツ人とは「ドイツ市民（citizenofGermany，der  

deutschBtirger）」だけでなく，ドイツ連邦共和国の外に住む「民族的ドイツ  

人（ethIlicGermans，Volksdeutsche）」をも包含するものである（77）。そこか  

ら，国籍の」て、はロシア人やルーマニア人であるような人々（ドイツは二重  

国籍を認めていないから常識的には外国人）もドイツにおいては法律上「外  

国人」ではなく，「身分上のドイツ人（status－Deutsch）」として，ドイツ市民  

権を持っている人々とほぼ同じような権利を認められているのである。そこ  

には，就労権や就学権などだけでなく，参政権すらも含まれる。ドイツ系と  

いうことを言葉や系図などで証明することさえできれば，たとえ先祖が13世  

紀という遠い昔にポルカ111流士如こ移住してきたというようなドイツ系ロシア  

人であっても，この特別待遇ほ変わらない。「日系＿lブラジル人や「「］系」ペ  

ルー人などに特別の在留資格を認めている日本ですら，そこまでは議論の対  

象にな1）ていない。ドイツでは，「ドイツ系」でありさえすれば，凶際法的に  

見れば「外国人＿†であっても，中央地方を問わず参政権の行使が認められる  

のである（78）。実際，ボン基本法は参政権を「ドイツ入団有の権利」と規定し  

ていたのである。逆に言えば，そのことは，ドイツ的な意味での「外国人」，  

すなわちドイツ系以外の外凶人にはいかなるレベルにおいても参政権を付与  

する道が閉ぎされていたことを意味している（79）。  

このように，ドイツにおいては外匡1人参政権の実現は憲法上最初から排除  

されていた。それはトイツが統合を支持してきた西ヨーロッパ諸国の出身者  

に対しても同様であった。したがって，本国以外の軌こ住んでいる場合でも，  

そこでの地方参政権を普遍的にEU構成国市民に保障するというマーストリ  

ヒト条約の条項は，ボン基本法のこのような排他性と真っ向から衝突するこ  

とになる。実際，1990年には定住外国人に地方参政権を認めたシュレスウィ  

ー  ヒ・ホルスタイン1l・卜lとハンブルク市の措置を連邦憲法裁判所は違憲とした。  

しかし，EU成立を目前にして，憲法裁判所は同時に，連邦および州のレベ  

ルにおける外国人参政権の可能性を否定しつつも，郡や市町村の遥挙につい  

ては憲法改正の叶能性を否完Eしなかった。そこで連邦議会は大急ぎで憲法改  

正に動き，ボン基本法28条第1項に†郡および市町村における選挙に際Lて  
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は，EUを構成するいずれかの国家の国籍を有している老も，EUの基準に  

従って，選挙権および被選挙権を有する」との条文を付加したのである（帥）。   

この憲法改正はしかし，「ドイツ人」以外に地方参政権を認められるのはE  

U市民だけであることを明示することによって，トルコ人などドイツ在住の  

膨大な数の定住外国人に選挙に参加する道を閉ぎしたことを意味している。  

他方，ドイツもそうした非EU外国人をいつまでも一時的滞在者としてその  

定住という実情から目を背け続けることはできなくなってきたことも事実で、  

再度の憲法改正を求める声も大きくなっていった。実際，社会民主党と練の  

発からなるシュレーダー連立政権は，それまでの敵格な血統主義（み∫∫α刀g乙／オ乃ね）  

の国籍要件を緩和して，出生地主義（ノ拡∫OJ才）の要素を取り入れ，帰化要件  

も緩和することに踏み出したのである。   

両党間の合意では，移民流人の趨勢を不可逆的なものと認定し，ドイツ連  

邦憲法を受け入れてこの国に定住する人々を統合していくことの必要性を訴  

えていた。そこから両党は，帰化を望む者には二重国籍を認めるとともに，  

帰化手続きをとらないEU城外からの定住者にも地方参政権を与えることを  

訴え，そうした内容の新しい国籍法を議会に提案したのである。Lかし，野  

党第1党のキリスト教民主「司盟・社会同盟は，要件緩和という方向性自体に  

は賛成Lながら，「移民の統合には賛成，二重国籍には反対」という大キャン  

ペーンを行い，同時期に行われたヘッセン州議会選挙で大勝利を収めた。   

ヘッセン州での野党の勝利は，州議会から議員が選ばれる連邦参議院での  

与党の議席を過半数割れに追い込むことになり，ここに新しい国籍法は，野  

党に大幅妥協しノたものとならぎるを得なくなったのである。すなわち，ドイ  

ツに8年以上定住している移民の二世は23歳になった時点でドイツ国籍を選  

ぶ権利を得たのであるが，ドイツ国籍を選択した場合には親の国籍を放棄し  

なければならないとされ，また，EU城外出身者にも地方参政権を拡大する  

ための憲法改正は断念されることとなったのである（81）。   

それでも，新国籍法は純粋ドイツ民族国家という従来の前近代的な国家観  

をを近イじ的な市民国家へと転換する重要な転換一たとなったことは事実である。  

同法のもとで帰化を申請する者の数は決して多いとはいえず，多〈の非EU  

山民は彼らの元々の国籍にこだわったままであるが，それでも道は開かれた  

のであり，また帰化を求めない理由が，表現や結社の自由など基本的な権利  

や福祉政策の受益権がすでにイ某降されている現状では，わざわぎ帰化するま  
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でもないという，彼らを取り巻く環境のそれなりの改善にあるという点も見  

逃してはならない（82）。植村が述べるように，将来を占うにはまだ時期が早す  

ぎるとしても，「ヨーロッパ人の参政権導入が，（ネインョン意識の）質的な  

変客の触媒の一つとなってい〈」可能贈号否定できない（83）。ドイツにおける  

外国人の処遇については，今後も注意探くこれを見ていく必要がありそうで  

ある。  

おわ り に  

本稿では，できるだけ最新の資料やデータを用いてアメリカとEU各国に  

おける外国人参政権の状況を紹介してきた。その結果，参政権付与には大き  

な抵抗もあるが，全体としてはその実現の方向に事態は少しずつ動いてきて  

いることが明らかになったように思われる。そこには，外国人の権利に対す  

る意識，あるいは支持の高まりがあるだけでなく，人間の世界的な移動とい  

う押しとどめがたい現実を前に，それに感情的にあらがうのではな〈，彼ら  

を社会に統合した方が受け入れ社会の側にとっても有益であるという現実的  

な判断も働いていることは確かである。もちろん，アメリカにおける同時多  

発テロ以降に生じたように，外国人受け人れに否定的な態度が受け入れ社会  

の側に高まると，参政権付与に対する支持も弱まってい〈ことが考えられる。  

しかし，他方で，グローバリゼーションの汲は国境を超えた人々の移動をさ  

らに加速してい〈ことも明らかである。従って，外国人参政権を付与する国  

は，排外的なナショナリズムが多くの人を捉えるようなことがおきない限り  

（これ自体注意深い検討が必要な問題だが），紆余曲折を経ながらも今後とも  

その数を増やして行〈であろう。   

但し，ここで，それが定住外国人と市民権保持者とをすべての面で同列に  

扱うことを意味しているわけではないことに注意しなければならない。ブロ  

ゾヴィックが指摘しているように，定住外国人はたとえば第3固で外交的保  

護を求める権利を持たない。市民権と違って在住資格は取り消しの対象にも  

なりうる（84）。しかし，当該国でその国民と同じように地域の社会生活を営ん  

でいる人々は，そこにおける政治的意志決定に参加する方が社会の統合とい  

う点からも，また地域に多様性を確保する上でも，望ましい結果を生むと考  

える人々は確実に増加している。  
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ただ，日本も含めて外国人参政権の導入を今後も進めてい〈としても，こ  

れは政治的にもまた憲法論的にも優れて論争的な問題であり，賛否の議論を  

尽くしていくことが肝要であることは疑いない。本稿では賛否の両論を折に  

触れて紹介はしたが，体系的に聾〕聾して論点を検吉寸してはいない。それは，  

この問題についてこれまでも多くの研究者が議論を行っているので（85），筆者  

が屋上屋を重ねる必要はないと考えたことが一つの理由であるが，他方で，  

よほどの理論武装を行ったうえでそれを論じたとLても，最後ほ主観的な「意  

味付け」や「解釈」，あるいはイデオロギー的な「好悪」が判断の決め手にな  

るケースが多〈，それを乗牛越えるだけの準備が筆者にはできていないから  

でもある。   

たとえば，基本的には外国人参政権導入に否定的な立場に立ちながら，自  

説とは対立する議論にも論理的で丁寧な検討を加えた憲法学老の長尾が，地  

方レベルにおける外国人参政権は違憲とはいえないという日本の最高裁判断  

については，U」本七乎の諭を援用しつつ「となりの家が田植えをすれば田植  

えをし，草取りをすれば草取りをし，稲刈りをすれば稲を刈り，何でも皆が  

一斉にする」という「横並び一線主義」という口本の悪しき思想風土に引き  

ずられて，安易に西欧風の外国人参政権拡大という「新設のバス」に乗っか  

ってしまったものだと，品位をかなぐり捨てて一刀両断にし，また，「国民主  

権の原理は厳格に把握されなければならず，いささかの侵害も許されない。  

また，民主主義の原則は，『自立支配』を要請するが，外国人の参政権保障は，  

『他律支配』を現実のものとする」という，憲法論における外国人参政権禁  

止説からの批判に参政権許容説はまともに応えられない，と，これまた禁止  

説の核心にある没論理性をむしろ錦の御旗に押し立てて高飛車に決めつけて  

いる（86）。   

他方で，日本における定住外国人参政権導人を一貫して唱道Lてきた同じ  

く憲法学者の近藤は，自らの主張の根拠を，日本国憲法第11条の「この憲法  

が国民に保障する基本的人権は犯すことのできない永久の権利として，現在  

および将来の国民に与えられる」という文言に求める。そして，「帰化すれば  

国籍を取得する『永住者』も『将来の国民』たり得ることに注意する必要が  

ある」として，そこから「他の在留外国人とは質的に異なる『永住者』の『国  

民に準じた法的地位』」を導き出す。もちろん，「日本に在留する外国人も，  

将来，国民となる可能性はゼロではない」ことは近藤も認める。ただし，そ  
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こに続く結論部分は，「永住者ないしは永住者の丁供ほどに国民となる可能性  

は，大きくないのに応じて，合群的な理由のもとでの権利の制約の度合いが  

大きくなる（強調点は筆者）」と，とても法律学者の議論とは思えない曖昧か  

つ主観的な表現となってしまうのである（87）。もとよr）これは二人の憲法学老  

の能力や資質の問題ではなく，ことがら自体の複雑件と，それが往々にして  

攻撃欲などネガティブな感情を誘発しやすいというその性質に由来している。  

筆者月身は，政策論的な立場から，若干の留保付きで外国人の参政権導入に  

賛成の立場に立つが，それとて吟味に吟味を重ねた説得的な論拠にもとづい  

ている，とはとてもいえないことは1仁丁如こ認めなければならない。論三哩の糸  

ほなお紡ぎ続けられる必要かあるのである。  

また，外国人の参政権はそれだけを単独で論じても限界があることも指摘  

しておかなければならない。アメリカやフランスなどの事例は，それが帰化  

手続きによる市民権獲得という方法と対立するものだと多くの人々が捉えて  

いることを示している。さらにドイツの事例は，帰化も二重国籍もともに認  

めるか否かによって，潜在的な対象となる人々にとって非常に違った意味を  

持ってしまうことも敢えている。それは，国民周届とグローバリゼーション  

時代におけるその変容という非常に大きなテーマにつながる一方，多民族・  

多文化しつつある社会の統合と人々の生活条件の保障という，優れて実践的  

な問題とも大きく関連している。もちろん，そのような変化の時代にしばし  

ば生じるゼノフォビアの原因追及も必要となってくる。  

さらに，欧米各国が膨大な外国人に定住の場を提供してきたのは，単にグ  

ローバリゼーションに由来する圧力に対して受け身の姿勢で対応してきたか  

らではなく，程度の差はあっても積極的な移民受け入れ政策（immigration  

poljcy）にもとづいてのことである。さすれば，ヨプケが指摘するように，「リ  

ベラルな民主主義国家において移民政策をかたちづ〈る論理（logic）」とはど  

のようなものか，また，各国の移民政策のあいだに差異を生み出すものは何  

か，ということも追求されなければならない（汚H）。その意味で，本稿は新しい Pq  
七  
世紀における国家と個人のあり方という巨大な山塊のふもとに立って，その  

高さに圧倒されながら登山路の一つを探ろうとする試みにすぎない。  

（l）「市民権」という言葉の意味ほ樽紬ではない。玉子島は1，国籍を指す場合，2．臼山権   

的な権利や政治的権利など，市民という地位に結びついた諸権利を指す用法，3．社会（コ  
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ミュニティー）の一員とLてのアイデンティティを持ち、その社会に参加L，また受け入   

れられている状態を指す場合，の3つの用法があると指摘Lている。宮島喬『ヨ【ロッパ   

市民の誕生：開かれたシティズンシップへ』（岩波書取 ZUO5年），2→3頁。本稿では，   

1と2のl】1間的な，もっぱJノ主権者として法的に参政権の主体となる存7Lという意味で   

和し1るしノ  

なおい歴史的な発展過程も含めた市民権概念のより詳細佗検討については，次を参照。   

デレック・ヒータM『市民権とは何か』（別中俊郎，関根政美諷，岩瀬書店，2002年）。  

（Z）Harald Waldrauch，“ElectoralRights for Foregr］Na［ionals：A Comparative   

OverviewofRegulationsin36Countrics，”paperpresentedto aconferenceentitled   

刀k C加粛甥酢．マq／J7ガタナなm′わ7？Z搾〟Jビガ〟′てゆど〟〝（ノ柁わ〝α邦dA〃∫fm／わ，1820Febru－   

ary，2003at Univcrsity of Sydlly．ベルギ→については，Christian SciLmCe M  

／materi  February 3、2004．およ  

http：／：／www．workpermit．corn／news／20O4022O／bel  を参照。  

かけての定住外国人参政権の状  （3）建国期から20世紀はじめに  況は，以Fの文献に依拠Lて   

いるLつ LisaGarcia13edolla，“1leLthinkingCitizenship：NoncitizenV（）ti11gandImmi－   

grantPolitica】Engagpmer］tintheUnitedStaLes，”inTaekuLee，KarthickRamakri－   

shnan，and Ricardo Ramirez，eds．，Tmn4fZ）Yming P（）liti（，S．T7tln訴ノY7ning A7yeYfca：   

77／elbliticuland CIL）icIncoTP（）7Wion dImmk771／ntS tn fhe Unjted Slates．Char－  

lottesville：UniversityofVirginiaPress，2005．Jaminf］．Raskin，“LegalAliens，Local   

Citizens：the Historical，Constitutional．and TheoreticalMeanings of A】ien Suf－   

frage，”L／ntz）elS；＆ qf Fbnnsyl7・a71ia LuLJ］R（2LTtCtt VOl，141，1993，pp．13971416．   

VirginiaHarper－Ho．LLNoncitizenVotingRights二TheTheory，theLaw，andCurrent   

ProspectsforChange，’’LmL・a7？dInequali＆，nO．18，2りOO，pp，271－322．また，アメリカ   
における191仕紀中葉までの外国人参政権については，次も参照〔高佐智美「7メリカにお   

ける外国人の政治参加の姪史」『・一倍論叢』第115巻第1号，1996年。  

（1）この時期には，人民主権（あるいは国民主権，POpl】larsovereignty）という概念は定   

着するようになっていたが，肝心の人民（あるいは国民，pCOple）とはどのような人々を   

指すのか，その凝固は峻味なままであった。そして、連邦政府服その鞄岡の確定を各州に   

ゆだねたのである。JacobIくatzCogan，“TheLoL）kWithin：Property，Capacity、and   

Suffragein NineteenthCentury America．”nJle LL2乙t）j（）urnLll，NovembeT．1997，   
pp＿475－476．また，建国以来の合衆国枝高裁判例も取り」二げながら外国人参政権の憲法学   

的考察を子i一ノたものとLては，次を参照。Raskin，郎，仁・オ′りⅠ）1〕．1416－1441．  

（5）外国人参政権Or）合憲性に関する詳細なな検討については次を巻鮒。Gerald Neuman，  

“WearePeople：Alien SuffrageinGeTman and＾mericallPeTSpeCtive，”Michな伽   

ノ伽勒か〆九血糊血卿＝ノ〝〃′，Vol．13，1り92，pp．259292一  

（6）有賀夏紀，油井大三郎編『アメリカの歴史：テ→マで読む多文化社会の夢と二呪実』（有   

斐閣，2（1r）3年）109－1ユ3デf。  

（7）MarcJ．PcrryandJasonP・Schachter，MなYutio7L〆肋ti～ノ搭㈱dthEZFbTVな71聖   
Bom：1995－2000，uS．CensusBureau，U．S．DepartmentofCommerce，2OO3．p，3， ′＼  

（8）Bedり】la，ゆぐZ■′‥p．5．  

（9）ハーバー・ホは，各地の外匝】人参政権導入の動きについて，ロサンジェルスやニューヨ   

ーク州など，いくつかの興味深い事例を報告している。VirgjniaHarper－Ho，OP．Cit．，PP，   

311322．  

（10）TheImmigrant Votjng Project，“lmmigrant VotingRightsinMaryland，”より′：  
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／StatesCurrent／mar  資料：httpニ／／immi  rland．html，March3，2005．  rantvoしill  

（11）SusanReefer，”Non－CiLize11Voting，”GothamGazette．com，July，20O4（ニューヨー  
azette．comより）など．多くの文献やウェ   ク市議会の広報サイトhttp：／ノwww．  

リブサイトでこの基本的な事実が黄許介されている。  

（12）ふz7～F用7～ど由cβC／けり7～オcJど，February7，1996．  

（13）USCensusBureau，AmericanFactFinder‥GeographicCorTlr）arisonTable．垣t出  

ov／servlet／，March9．20O5．  factfinder．census．   

（14）ニューヨークでは1994年にも定住外国人に市レベルの選挙権を与えるという条例案が市   

議会に提出きれたが，このときは簡単に否決され 賛同の輪も広がらなかった。、しかし，   

今回は参政権付与運動の勢いが増している点が前回と異なる。乃g∧匂れ，nJ7東 乃研ピ∫，   
Apri18，2004．  

（15）http：／／www，immi  ／material／RaisedVoices．html，Marchll，2005．  rantvotin   

（臓 乃g肋zィノyβ戒T言明eS，Apri11仇201）4．  

（17）自治体国際化協会「分野別・1996年米国政治行政の動向」『CLAIRSUMMARYA弟9   

集，1997年，49頁。  

／StatesCurrellt／california．html，February14，   （柑）  rantvotln  

2005，  

（柑）乃β滋〃F仰ZC長ro且∽7和才乃g′・，May，18，2004．  

伽）ふ7需F和耶CfざCO C／7和裾fcJg．July9，訓04．  

（Zl）RonaldHyduk，“Non－CitizenVoting：PipeDreaz（10rPossibi】ity，”DMIEJo！mZal，  

October、2002，pp．3一6．  February 2，2005．Elise   

Brozovich，（ゆ．cit．，pp．426、440．  

但2）Raskin．pi）．Cit．，p．1448．  

¢3）771eSanDi喀O Union－77・ibl（11e，editorial－July24，2004．  

削）Ihskin，Oi）．Cit．，p．1447．  

¢5）TaraKini，“SharingtheVote：Nc）nCitizenVDtingRighLsin LocalSehooIBoard   

Elections：’CalilbrniaLau）Revieu）Vol．93，20U5，p．318．  

C26）スイスのヌーシャテル州（NeuchatelCanton）は，1849年という早い段階で5年以上   

同州に定住する外国人に地方参政権を認めていた。しかしヨーロッパにおいてもこれは例   

外で，第2次大戦に至るまでこれに続く例はほかにみられないG次を参照。http：／／www．  
265．  

帥 単一民族神話が浸透している日本においても，凶民国家はもちろん1疑制としてしか存在   

し碍ない。この点で，琉球・沖縄人やアイヌ人の存在は見過ごせない。前者はコ一口ッパ   

における少数民族のように強1司なアイデンティティを持つには至らず，むしろ明治期以降   

同化の程度を高めてきているたれLl本では必ずしも少数民族とは位置づけられていない。   

しかし．それでも琉球人の側に本七人「ヤマトンチエー」に対する沖縄人「ウナナンチュ   

ー」という区別意識が残り，また本土人側にも1970年代唄まで沖縄人に対する差別意識が  

四  残ってし、た（そのため．南米の日系移民社会においてすら沖縄県人会だけが別個に作られ  
五  ぎるをえなかった）l－ また，アイヌ人は明確な先住少数民族ではあるが，多数派民族と比  

べてその数があまりにも少な〈，かつ明治以降北海道各地に分散的に居住するだけとなっ  

てしまったために，強力な政治的運動を組むことができなかった。このほか，国民国家と  

しての［1本を考える際には，その「多数派」の単一政治体性も問い直されなければならな  

い。この点では，網野による一連の歴史研究や，小熊らによるナショナ11ズム研究が示唆  

的である。網野善彦『日本論の視座：列島の社会と国家』（小学館，2004年），小熊英二『単  

．・も†   
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一民族神話の起源：く［1本人＞の自画像の系譜』（新曜杜，1995年）。また，中尾や佐々木   

らによる農学や文化人類学の千法を駆使した研究も，「FJ本人」とLて観念されている人   

間集団のなかにある多様性，多元性を検討していく上で音量な貢献となっていることは，   

少なくとも政治学や憲法学の分野ではあまり知られていない。中尾佐助『栽培植物と農耕   

の起源』（岩波苦瓜1966年），佐々木高明『日本文化の基層をさぐる』（日本放送出版協   

会，1993年）。  
㈹lもっとも，市民権の平等′性こそが強制的同化政策として機能しノ，かえってマイノリティ   

を圧迫することになったという側面も見逃してはならない。次を参照。田中克彦『ことば   

と国家』（岩波書店，1981年）。  

田9）1980年代までの移民の流入とそれに伴って生じるようになった様々な問題についてはつ   

ぎが詳しい。梶田孝道『新しい民族間題：EC統合とエスにシティ』（中央公論社，1993   

年）。  

（30）小野塚任光「EU統合と移民問題」住沢博紀・坪那実・長尾伸一・阪野智一・長岡延孝・   
伊藤公雄編著『EC経済紙合とヨーロッパ政治の変容二21世紀に向けたエコロジー戟略の   

可能性』（河合丈化教育研究所，1992年）133頁。  
帥 厳密にいうと．シェンゲン協定はEU加盟国以外にも拡張適用が可能で，実際にノルウ   

⊥”とアイスランドは2001年からシュンゲン体制に加わっている。他ノブ■で、犯罪者や不法   

移民の流入をおそれるイギりスとアイルランドは，EU加盟国であるにもかかわらず同協   

定には加わっていない。  

餅）本田雅子「EU通貨統合と欧州労働市場の調整」日］中葉杏編著『単一市場・単一通貨と   

EU経済改革j（文英堂，2002年）257頁。  

¢3）EliseBrozovich，‘‘CurrentPublicLawandPoljcyIssues二ProspectsforDemocratic   

Change：Non－Citizen SuffrageillAmerica，”LlamliyLC．ルu7，11alげPublic Lau）and   

月）／わ′，Vo】．403，2002，p．403、nOtel．  

（34）この点に関しては，次も参照。PatrickIreJand、‘‘Migration Free Movement，and  

ImmigrantintegrationintheRU：ABifurcatedPulicyResponse，”StephanLeibfried   

andPaulPiersoneds．，Eu7，（ゆCanSocialfbliα：Betu）eenFrtmenねiiona〃dlnltg7tl－   

ti（m，WashingtonD．C∴The BrookingsInstitution．1995，p．240．  

（35）Statistics S乙Leden，http：／／www．scb．seを参照。  

㈹ 小野塚，前手凱128u129頁∩  

即）注Q鋸こ同じ。  

㈹ ト山マス・ハンマー『デニズンと国民国家：定住外国人の政治参加』（近藤敦訳，明石   

書店，1999年），第7牽，第8章，岡沢憲芙『スウ1－デン現代政治』（東京大学出版会，  

1988年），25－40頁。  

（39）ZigLayton－Henry，“CitizenshipandMigrantWorkersinWesternEurope．”Robin   

CohenandZigLayton－Henry eds．，771e fblitics q／Miention Cheltenham，UK and   
Northampton，MA：EdwardElgerPublishing，1997，p，120．  

00）オランダにおける定住外国人参政権付与の経緯とその後の選挙に関する邦語文献として 四   

は次を参照。ヤン・ラト『ヨーロッパにおける外国人の地方参政権』（明石書店，1997年），   

第1章。  

射）この点については，次を参照。David C．Earnest，“PoliticalIncorporatioIland   

HistoricalInstitutiona】ism：A Comparison of the Netherla11ds，Germany，and   

Belgium，”Paper presented at the46th AnnuralConvention of theInternational   

StudiesAssociati（）n，Marchl5，2005，Hunolulu，Hawaii，Pp．12＋16．  
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